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滋賀県地域職業能力開発促進協議会設置要綱 

 

１ 名称 

協議会の名称は、「滋賀県地域職業能力開発促進協議会」と称する。 

 

２ 目的 

滋賀労働局及び滋賀県（以下「関係機関」という。）は、職業能力開発促進法（昭

和 44年法律第 64号）第 15条の規定に基づき、滋賀県の区域において、地域の関係

機関が参画し、同法第 16条第１項の規定に基づき設置する公共職業能力開発施設に

おいて実施する職業訓練（同法第 15条の７第３項の規定に基づき実施する職業訓練

を含む。）及び職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律（平成

23年法律第 47号）第４条第２項に規定する認定職業訓練（両訓練を合わせて、以

下「公的職業訓練」という。）を実施するに当たり、地域における人材ニーズを適切

に反映した訓練コースの設定を促進するとともに、訓練効果の把握・検証を通じた

訓練内容の改善等の協議を行う地域職業能力開発促進協議会を設置する。 

なお、設置主体については、滋賀労働局及び滋賀県とする。 

 

３ 構成員 

滋賀県地域職業能力開発促進協議会（以下「協議会」という。）は、以下に掲げる

者を構成員とする。 

（１）  滋賀労働局 

（２）  滋賀県 

（３） 職業訓練若しくは職業に関する教育訓練を実施する者又はその団体 

（４） 労働者団体 

（５） 事業主団体 

（６） 職業紹介事業者若しくは特定募集情報等提供事業者又はその団体 

（７） 学識経験者 

（８） その他関係機関が必要と認める者 

 

４ ワーキンググループ 

協議会は、協議事項の検討に必要なワーキンググループを設置することができ

る。 

 

５ 会長 
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（１） 協議会に会長を置き、委員の互選により選任する。 

（２） 会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

（３） 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務 

を代理する。 

 

６ 協議会の開催 

年２回以上の開催とする。 

 

７ 協議事項 

次に掲げる事項について協議する。 

（１） 公的職業訓練について、地域の人材ニーズ及び実施状況を踏まえた訓練コー

スの設定に関すること。 

（２） 公的職業訓練について、訓練効果の把握・検証等に関すること。 

（３） キャリアコンサルティングの機会の確保その他の職業能力の開発及び向上の

促進のための取組に関すること。 

（４） 公的職業訓練の実施にあたり年度計画の策定に関すること。 

（５） その他必要な事項に関すること。 

 

８ 事務局 

協議会の事務局は、滋賀労働局職業安定部に置く。 

 

９ その他 

（１） 協議会資料及び議事録等については、協議会において申し合わせた場合を除

き、公開とする。 

（２） 協議会の事務に従事する者又は従事した者は、職業能力開発促進法第 15条第

３項の規定により、正当な理由なく、協議会の事務に関して知り得た秘密を漏

らしてはならない。 

（３） この要綱に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は別に定める。 

 

10 附則 

  この要綱は、令和４年 11月 15日から施行する。 
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滋賀県地域職業能力開発促進協議会構成員等に関する規程 

 

１ 滋賀県地域職業能力開発発促進協議会第３の構成員は次の通りとする。 

（１） 滋賀労働局 

滋賀労働局長 

  滋賀労働局職業安定部 

（２） 滋賀県 

  滋賀県商工観光労働部 

（３） 職業訓練若しくは職業に関する教育訓練を実施する者又はその団体 

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構滋賀支部滋賀職業能力開発促進

センター長 

滋賀県専修学校各種学校連合会の役員 

滋賀県職業能力開発協会の役員 

一般社団法人全国産業人能力開発団体連合会会員企業 

滋賀県内でリカレント教育を実施する大学（社会人を対象とするコースを設置

している大学等であって協議会への参画を希望する者） 

（４） 労働者団体 

 日本労働組合総連合会滋賀県連合会 

（５） 事業主団体 

一般社団法人滋賀経済産業協会 

滋賀県中小企業団体中央会 

滋賀県商工会議所連合会 

滋賀県商工会連合会 

（６） 職業紹介事業者若しくは特定募集情報等を提供事業者又はその団体 

（７） 学識経験者 

    職業能力の開発及び向上の促進に関する分野に精通している者 

（８） その他関係機関が必要と認める者 

 

附 則 

 この規程は、令和４年 11月 15日から施行する。 
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参考条文（職業能力開発促進法） 

 

    （協議会） 

  第十五条 都道府県の区域において職業訓練に関する事務及び事業を行う国及び都道府県の機関

（以下この項において「関係機関」という。）は、地域の実情に応じた職業能力の開発及び向上の促

進のための取組が適切かつ効果的に実施されるようにするため、関係機関及び次に掲げる者により構

成される協議会（以下この条において単に「協議会」という。）を組織することができる。 

 一 第十五条の七第三項に規定する公共職業能力開発施設を設置する市町村 

  二 職業訓練若しくは職業に関する教育訓練を実施する者又はその団体 

  三 労働者団体 

  四 事業主団体 

  五 職業安定法（昭和二十二年法律第百四十一号）第四条第十項に規定する職業紹介事業者若しく

は同条第十一項に規定する特定募集情報等提供事業者又はこれらの団体     

六 学識経験者 

  七 その他関係機関が必要と認める者 

２ 協議会は、職業能力の開発及び向上の促進に有用な情報を共有し、その構成員の連携の緊密化を

図りつつ、都道府県の区域における職業訓練及び職業に関する教育訓練の需要及び実施の状況そ

の他の地域の実情に応じた適切かつ効果的な職業訓練及び職業に関する教育訓練の実施並びにキ

ャリアコンサルティングの機会の確保その他の職業能力の開発及び向上の促進のための取組につ

いて協議を行うものとする。 

３ 協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事していた者は、正当な理由なく、協 議会の

事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

４ 前三項に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

 

- 4 -



地域職業能力開発促進協議会 （令和４年１０月施行）

①人材ニーズを踏まえた訓練コースの設定

国及び都道府県は、地域の関係者・関係機関を参集し、職業能力に関する有用な情報を

共有し、地域の実情やニーズに即した公的職業訓練の設定・実施、職業訓練効果の把握・検
証等を行う都道府県単位の協議会を組織する。

訓練効果の把握・検証

修了者
採用企業

訓練機関
ヒアリング

カリキュラ
ム等の改善

【構成員】
①都道府県労働局 ②都道府県 ③公共職業能力開発施設を設置する市町村
④職業訓練・教育訓練実施機関（専門学校・各種学校、高齢・障害・求職者雇用支援機構、リカレント教育実施大学等 等）

⑤労働者団体 ⑥事業主団体 ⑦職業紹介事業者（団体）又は特定募集情報等提供事業者（団体）
⑧学識経験者
⑨その他協議会が必要と認める者（例：デジタル分野の専門家、地方自治体の生活困窮者自立支援制度主管部局 等）

キャリアコンサルティング、
その他の職業能力開発に関す
る取組の共有
キャリコンサルティング、リカレント教育等

「地域職業訓練実施
計画」と実績とのミ
スマッチの検証

地域の人材ニーズや検証を踏まえた
「地域職業訓練実施計画」の策定

訓練コースの設定

地
域
職
業
能
力
開
発
促
進
協
議
会
の
協
議
事
項

・・・主催

職業訓練の実施

職業訓練機関等

将来的に必要となるスキルも
含め、地域の詳細な人材ニー
ズの把握
経済情報、労働市場情報、企業ニーズ等

⇒ ニーズを踏まえた精度の高い訓練を実施

⇒ 個別コースの質の向上を促進②訓練効果の把握・検証 (協議会の下のワーキンググループで実施)

- 5 -



全国において、成長分野等で求められる人材ニーズを的確に把握しつつ、求職者・労働者の多様な
属性等も踏まえた精度の高い職業訓練を提供していくため、関係者・関係機関を参集し、全国の職業
訓練計画を策定するとともに、キャリアコンサルティング等の職業能力の開発・向上に資する方策等
に関する情報を共有。

中央職業能力開発促進協議会

構成員
【労使団体】 日本労働組合総連合会 全国中小企業団体中央会 一般社団法人日本経済団体連合会 日本商工会議所
【学識経験者】 藤村博之 法政大学大学院イノベーション・マネジメント研究科教授 堀有喜衣 独立行政法人労働政策研究・研修機構副統括研究員
【教育訓練関係団体】全国専修学校各種学校総連合会 一般社団法人全国産業人能力開発団体連合会 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構

【需給調整関係団体】一般社団法人日本人材紹介事業協会 公益社団法人全国求人情報協会 公益社団法人全国民営職業紹介事業協会
【地方自治体】京都府
【政府】 厚生労働省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省
（オブザーバー）

中央職業能力開発促進協議会の協議事項

(１)「全国職業訓練
実施計画」の策定 地

域
職
業
能
力
開
発
促
進
協
議
会

(４)公的職業訓練の
訓練効果の把握・
検証

(５)キャリアコンサ
ルティングの機
会の確保その他
の職業能力の開
発及び向上の促
進のための取組
に関すること

(２)人材ニーズの全
国的な動向の把握
と地域職業能力開
発促進協議会への
情報提供

(３)地域職業能力開
発促進協議会の協
議状況の把握

○ 計画と実績とのミ
スマッチの検証状況

○ 訓練効果の把握・
検証の実施状況- 6 -



コース数 定員の割合 定員 受講者数割合 受講者数

ＩＴ分野 59 31.9 685 34.4 545

営業・販売・事務分野 22 12.6 271 10.9 173

医療事務分野 11 6.3 135 6.6 104

介護・医療・福祉分野 26 10.7 229 10.7 170

農業分野 0 0.0 0 0.0 0

旅行・観光分野 0 0.0 0 0.0 0

デザイン分野 6 4.4 95 5.9 93

製造分野 44 18.6 400 16.9 268

建設関連分野 6 2.5 54 2.4 38

理容・美容関連分野 1 0.6 13 0.6 9

その他分野 13 6.9 149 7.2 114

求
職
者
支
援
訓
練

（
基
礎
コ
ー
ス

）

基礎 9 5.4 115 4.4 70

合計 197 2,146 1,584

（参考）
デジタル分野 16 191 185

ハロートレーニング（離職者向け）の令和３年度実績

１　離職者向けの公的職業訓練の分野別訓練規模

総計

分 野

公
共
職
業
訓
練

（
離
職
者
向
け

）

 
 
 

＋
求
職
者
支
援
訓
練

（
実
践
コ
ー
ス

）

25_滋賀

※本資料における用語は、以下のとおり定義しています。

「コース数」

公共職業訓練については、当該年度中に開講したコース及び当該年

度以前から開始し当該年度に実施した訓練コースの数（当該年度以前

に開講し、次年度に繰り越すコースを含む）。

求職者支援訓練については当該年度中に開講したコースの数。

「定員」

当該年度中に開講した訓練コースの定員の数。

「受講者数」

当該年度中に開講したコースに入校した者の数。

「応募倍率」

当該訓練の定員を100とした時の、受講を申し込んだ者の数の倍率。

「定員充足率」

当該訓練の定員に対する受講者数の割合。

「就職率」

訓練を修了等した者のうち就職した者の割合。分母については受講

者数から中途退校者数(中途退校就職者数を除く）等を差し引き、分子

については中途退校就職者を加えている。

ただし、公共職業訓練については、令和３年度末までに終了したコー

ス、求職者支援訓練については、令和３年12月末までに終了したコース

について集計。

「デジタル分野」

IT分野（ITエンジニア養成科など。情報ビジネス科を除く。）、デザイン

分野（WEBデザイン系のコースに限る）等。

用語の定義

滋 賀
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コース数 定員 受講者数 応募倍率 定員充足率 就職率 コース数 定員 受講者数 応募倍率 定員充足率 就職率

ＩＴ分野 55 646 506 102.6% 78.3% 71.2% 2 24 24 108.3% 100.0% 30.0%

営業・販売・事務分野 10 107 88 107.5% 82.2% 69.0% 12 164 85 58.5% 51.8% 46.3%

医療事務分野 9 105 95 111.4% 90.5% 68.4% 2 30 9 33.3% 30.0% 28.6%

介護・医療・福祉分野 24 202 158 105.0% 78.2% 75.3% 2 27 12 59.3% 44.4% 81.8%

農業分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

旅行・観光分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

デザイン分野 5 75 73 169.3% 97.3% 66.7% 0 0 0 - - -

製造分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

建設関連分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

理容・美容関連分野 0 0 0 - - - 1 13 9 107.7% 69.2% -

その他分野 3 45 24 75.6% 53.3% 82.6% 0 0 0 - - -

求
職
者
支
援
訓
練

（
基
礎
コ
ー
ス

）

基礎 - - - - - - 9 115 70 68.7% 60.9% 57.8%

合計 106 1,180 944 107.5% 80.0% 71.3% 28 373 209 64.6% 56.0%

（参考）
デジタル分野 6 92 87 166.3% 94.6% 69.0% 2 24 24 108.3% 100.0% 30.0%

２　離職者向けの公的職業訓練の制度別、分野別訓練の実施状況

公共職業訓練（都道府県：委託訓練） 求職者支援訓練

分 野

公
共
職
業
訓
練

（
離
職
者
向
け

）

 
 
 

＋
求
職
者
支
援
訓
練

（
実
践
コ
ー
ス

）

滋 賀
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分 野 コース数 定員 受講者数 応募倍率 定員充足率 就職率 コース数 定員 受講者数 応募倍率 定員充足率 就職率

ＩＴ分野 2 15 15 113.3% 100.0% 92.3% 0 0 0 - - -

営業・販売・事務分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

医療事務分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

介護・医療・福祉分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

農業分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

旅行・観光分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

デザイン分野 1 20 20 115.0% 100.0% 75.0% 0 0 0 - - -

製造分野 13 95 40 52.6% 42.1% 65.9% 31 305 228 88.2% 74.8% 83.6%

建設関連分野 6 54 38 98.1% 70.4% 80.0% 0 0 0 - - -

理容・美容関連分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

その他分野 0 0 0 - - - 10 104 90 101.9% 86.5% 87.7%

合計 22 184 113 77.7% 61.4% 75.2% 41 409 318 91.7% 77.8% 84.5%

（参考）
デジタル分野 2 15 15 113.3% 100.0% 92.3% 6 60 59 130.0% 98.3% 76.3%

公共職業訓練（都道府県：施設内訓練） 公共職業訓練（高齢・障害・求職者雇用支援機構）

滋 賀
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685 人

31.9%

271 人

12.6%

135 人

6.3%

229 人

10.7%

0 , 0.0%

0 , 0.0%

95 人,

4.4%

400 人, 

18.6%

54 人

2.5%

13 人

0.6%

149 人

6.9%

115 人

5.4%

滋賀県 ハロートレーニングのＲ３年度実績（定員）

ＩＴ分野 営業・販売・事務分野 医療事務分野 介護・医療・福祉分野

農業分野 旅行・観光分野 デザイン分野 製造分野

建設関連分野 理容・美容関連分野 その他分野 基礎

545 人, 34.4%

173 人, 10.9%

104 人, 6.6%

170 人, 10.7%
0 , 0.0%

0 , 0.0%

93 人､ 5.9%

268 人, 16.9%

38 人, 2.4%

9 人,0.6%

114 人, 7.2%

70 人, 4.4%

滋賀県 ハロートレーニングのR3年度実績（受講者数）

ＩＴ分野 営業・販売・事務分野 医療事務分野

介護・医療・福祉分野 農業分野 旅行・観光分野

デザイン分野 製造分野 建設関連分野

理容・美容関連分野 その他分野 基礎
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令和３年度 滋賀県職業訓練実施計画 

ハロートレーニング ～急がば学べ～ 
 

令 和 ３ 年 ４ 月 １ 日 
令和３年４月７日改定  
滋 賀 県 
滋 賀 労 働 局 
独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構滋賀支部 

１ 総 説  
（１） 計画のねらい  

この計画は、職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律（以下「支援法」

という。）第２条に規定する特定求職者（以下「特定求職者」という。）に対する、支援法第４条

第１項の規定による厚生労働大臣の認定を受けた職業訓練（以下「求職者支援訓練」という。）

や、職業能力開発促進法（昭和 44 年法律第 64 号）に基づき、公共職業能力開発施設で行われ

る離職者に対する職業訓練（以下「公共職業訓練」という。）等について、国及び滋賀県が一体

となって特定求職者を含む求職者等に対する職業訓練受講の機会を十分に確保し、実施するた

めの実施方針、実施規模、推進体制等の重要な事項を定めたものである。 
 

（２） 計画期間 

計画期間は、令和３年４月 1 日から令和４年３月 31 日までとする。 
 

（３） 計画の改定 

この計画は、職業訓練の実施状況等を踏まえ、改定する。 
 
２ 労働市場の動向と課題等   
（１） 労働市場の動向と課題  

令和２年度の有効求人倍率（季節調整値）は、新型コロナウイルス感染症の影響により、求職

が求人を上回り、概ね 0.8 倍台で推移し、雇用情勢には厳しさが見られる。 
県内の景気動向は、一部で持ち直しの動きが続いているものの、依然として厳しい状況である。 
令和２年度の有効求人数（原数値）は、滋賀県内の主要産業である製造業や、宿泊業、飲食・

サービス業からの求人の減少により 17,000～20,000 人台で推移し、令和元年度を大きく下回る

水準となっている。 
 令和２年度の有効求職者数（原数値）は、事業主都合による離職者が増加傾向にあることから、

20,000～24,000 人台で推移し、令和元年度を上回る水準となっている。 
正社員有効求人倍率は、対前年度を下回る水準が 1 年以上続いているものの、人手不足分野に

おいては、依然企業の中核となる基幹社員について、人材が不足している状況が継続している。 
このような状況において、中核となる労働者の職業能力開発が求められるところであり、第４

次産業革命（IoT、ロボット、ビッグデータ、AI 等）の進展による技術革新に対応する人材を育

成するため、離職者の再就職の実現に資する公的職業訓練を実施するとともに、産業界や地域の

人材ニーズに合致した在職者の生産性の向上等、多様な職業能力開発の機会を確保・提供するこ

とが重要である。 
特に、いわゆる就職氷河期世代は、現在、30 代半ばから 40 代後半に至っているが、雇用環境

が厳しい時期に就職活動を行った世代であり、様々な課題に直面している者がおり、就職氷河期

世代が抱える固有の課題（希望する就業とのギャップ、実社会での経験不足等）や今後の人材ニ

ーズを踏まえつつ、個々人の状況に応じた支援が求められている。 
また、今後の我が国の社会を支えていく若年者が職業能力を高めることができるよう、若年者

にとって良好な雇用機会の創出やその育成のための施策を重点的に実施する必要がある。併せ

て、ジョブ・カードを活用し、若年者の能力向上を図り、安定的な雇用への円滑な移行を促進す

ることが重要である。 
女性については、出産・子育ての時期にある年齢層の就業率が低い状況にあり、女性の活躍を
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促進するため、出産等でキャリアを中断した女性の再就職を支援することが重要である。 
高齢者については、人生 100 年時代を迎え、何歳になっても学び直し、職場復帰、転職が可能

となるリカレント教育を拡充していくことが求められている。生涯現役社会の実現に向けて、高

齢者の継続雇用や再就職に向けた職業能力開発施策を一層充実させていくことが重要である。 
障害者については、実質的な社会参加に向けて、自らの能力を最大限発揮し自己実現できるよ

う支援することが求められている。また、障害者の福祉から一般就労への移行を促進するため、

障害者雇用促進施策と障害者福祉施策が有機的な連携を図りつつ、個々の障害者の就労ニーズ

に即した職業能力開発を推進し、障害者の職業の安定を図る必要がある。     
母子家庭等支援施策、生活保護制度の対象者や生活困窮者の自立・就労を支援する必要性が高

まっていることから、地方公共団体等関係機関との連携を強化した上で、職業能力開発を含めた

就労支援の充実を図ることが必要である。 
また、我が国の基幹的な産業であるものづくり現場を支えてきた熟練技能者が、徐々に職業生

活からの引退過程を迎えているため、ものづくり現場を支える熟練した技能及びこれに関する

知識が若年者に円滑に継承されるよう、当該現場の戦力となる人材の育成を図ることが重要で

あるとともに、産業界や地域の人材ニーズに合致した在職者の生産性の向上を図っていくこと

が求められる。このため、事業主等による多様な職業能力開発を一層推進するほか、公共職業能

力開発施設においては、事業主等による職業能力開発を支援するとともに、中小企業事業主等の

人材ニーズに対応した公的職業訓練及びものづくり現場の戦力となる若年技能労働者の育成を

一層推進する必要がある。 
 
（２） 令和２年度における公的職業訓練をめぐる状況 

令和２年４月から令和３年２月末現在で、滋賀県内における新規求職者は 51,937 人であ

り、その内、特定求職者に該当する可能性のある者の数は 23,034 人となっている。 
〇令和２年度の職業訓練の受講者数は次のとおり。 
・公共職業訓練（離職者訓練）    1,227 人（令和３年２月末現在） 
・求職者支援訓練         88 人（令和３年２月末現在） 

〇令和２年度の職業訓練の就職率は次のとおり。 
・公共職業訓練（離職者訓練）（令和３年２月末現在） 

施設内訓練 72.1％ 
委託訓練 73.8％ 

・求職者支援訓練（令和３年２月末現在） 
基礎コース 80.0％ 
実践コース 54.5％ 
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３ 計画期間中の公的職業訓練の対象者数等  
（１） 実施方針  

離職者を対象とする職業訓練については、令和３年度においても、人材不足が深刻な分野

や、成長が見込まれる分野のほか、産業界のニーズを踏まえた人材育成に重点を置きつつ

実施する。 
また、職業訓練が効率的かつ効果的に実施できるよう、引き続き、地域の関係者が連携・

協力関係を強化するための連絡・協議の場を設けるとともに、産業界・教育訓練機関団体

等の協力も得ながら、職業能力評価基準や民間教育訓練機関における職業訓練サービスガ

イドライン等の更なる整備及び普及も進めていくこととする。 
なお、令和２年５月からは公共職業訓練の全ての課程について、令和３年２月からは求 

職者支援訓練について、同時双方向型によるオンラインによる訓練の実施を可能としたと

ころであり、実施状況や訓練効果等を踏まえながら、引き続きオンラインによる訓練の実

施を推進していくこととする。 
 

（２） 公共職業訓練（離職者訓練）の対象者数等 

① 施設内訓練 

・ 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構（以下「機構」という。）滋賀職業能力開

発促進センターにおいて、地域の事業主団体や事業主等業界の人材ニーズを基に、主に機

械系、電気・電子系、居住系などの“ものづくり”分野であって、民間の教育訓練施設で

は実施が難しいコースを設定の上、職業訓練を実施する。 
・ 県立高等技術専門校において、機械系、電気系、建築系、制御系などの分野において、

“ものづくり”の基本となる技能・知識を習得するための職業訓練を実施する。 
 
〇施設内訓練（離職者訓練） 令和３年度計画 定員 604 人（45 コース） 

※障害者向け訓練を除く 
 コース数 定員数 備  考 

滋賀職業能力開発促進センター 
（ポリテクセンター滋賀） 

29 409  

  機械系 17 229 女性専用科訓練を含む 

  電気・電子系 8 116 日本版デュアルシステム訓練含む 

  居住系 4 64   

高等技術専門校（米原校舎） 
（テクノカレッジ米原） 

10 120  

  

  

建築施工系 1   20   

建築内装系 2 20  

機械系 4 40  

電気系 2 30  

制御系 1 10 日本版デュアルシステム訓練 

高等技術専門校（草津校舎） 
（テクノカレッジ草津） 

6 75  

  機械系 2 20  

 建築内装系 2 20  

 情報系 1 15  

  服飾系 1 20  

合   計 45 604   
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② 施設外委託訓練 
・ 滋賀県では、民間教育訓練機関等を活用し、雇用拡大が期待される職種において、若年

者、女性等に配慮した多様な訓練コースの設定に努めるとともに、県内の各地域に位置す

る民間教育訓練期間等に委託して訓練を行うことで、通所の利便性を図り、訓練の受講機

会の確保を図る。 
・ 令和３年度は、「知識等習得コース」、「母子家庭の母等訓練コース」、「定住外国人向け訓

練コース」、「委託訓練活用型デュアルシステムコース（座学先行型）」、国家資格の取得を

目指す長期の訓練コースである「長期高度人材育成コース」を実施する。 
 

〇施設外委託訓練 令和３年度計画 定員 1,360 人（94 コース） 

 コース

数 
定員数 

実施地域別内訳 
（コース数） 

備 考 
北
部 

南
部 

県
全
域 

長期高度人材育成コース 4 22 １ １ 2   

 介護福祉士養成科 1 3   1  

 保育士養成科 2 14 1 1   

 栄養士養成科 1 5   1  

知識等習得等コース 90 1,338 24 31 35   

 事務系 13 195 2 5 6 母子母等優先型を含む 

 情報系 55 813 19 21 15 優先型、デュアル訓練を含む 

 介護・福祉系 12 180 3 5 4 母子母等優先型を含む 

 サービス系 3 45 0 0 3 
母子母等優先型及びデュアル
訓練を含む 

 その他 7 105 0 0 7 
デュアル訓練及び定住外国人
向けコースを含む 

合   計 94 1,360 25 32 37   

※南部地域＝大津・草津・高島・甲賀地域 
※北部地域＝東近江・湖東・湖北地域 
※県全域＝訓練を実施する地域について特に指定の無いもの 
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（３） 求職者支援訓練の対象者数等 

・ 令和３年度は、非正規雇用労働者や自営廃業者などの雇用保険の基本手当を受けること

ができない者に対する雇用のセーフティネットとしての機能が果たせるよう 174 人程度

に訓練機会を提供する。 
・ 訓練認定規模は 300 人を上限とし、基礎コースと実践コースの割合は次のとおりとす

る。 
 基礎コース（基礎的能力のみを習得する職業訓練）40％程度、 
 実践コース（基礎的能力から実践的能力までを一括して習得する職業訓練）60％程度 
・新型コロナウイルス感染症の影響により人材確保がより困難となっている介護等の分

野、 
デジタル分野等の成長分野等に重点を置くとともに、地域における産業の動向や求人ニー 
ズを踏まえたものとする。未就職のまま卒業することとなった新卒者やコミュニケーショ 
ン能力等の課題を有する生活困窮者、就職氷河期世代の者のうち不安定な就労についてい 
る者や無業状態の者など、対象者の特性・訓練ニーズに応じた職業訓練の設定にも努める 
こととする。 
・ 実践コースのうち、全国共通分野である介護系、医療事務系の割合は介護系 20％、医療

事務系 5％を下限の目安とする。 
 
〇訓練認定規模は以下のとおりとする。 

      地域別(人) 

コース別 

滋賀県下 

全域 

第１ 

四半期 

第２ 

四半期 

第３ 

四半期 

第４ 

四半期 

基礎コース 120 45 30 30 15 

実践コース 180 75 45 30 30 

 介護系 60 15 15 15 15 

 医療事務系 30 15 15 0 0 

 情報系 27 12 0 15 0 

 その他 63 33 15 0 15 

合  計 300 120 75 60 45 

注 ｲ) 訓練の認定は四半期ごとに認定する。 
ﾛ) １コースの定員数は原則 15 人を上限とする。 
ﾊ) 申請対象期間の設定数を超える認定申請がある場合は、 

・新規参入枠については、職業訓練の案等が良好なものから認定する。 
・実績枠については、訓練受講者の就職実績等が良好なものから認定する。 

ﾆ) 基礎コース、実践コースの各分野で同月、同一地域（ハローワーク管轄単位）の認定申請

が複数重なった場合は、開講月、地域の重複を避けるため 1 コースを選定することとし、選

定方法は ﾊ)と同様とする。 
ﾎ) 実践コースの各分野において申請数が募集枠（上限値）に達しない場合は、他の分野に振

り替えることができるものとする。 
ﾍ) 第３四半期までに、それぞれのコース及び分野で計画数の認定が上限に満たない場合また

は中止になった訓練科がある場合は、その余剰分について第４四半期において他のコース及

び分野での設定ができるものとする。 
ﾄ) 募集期間における１機関（法人、個人単位）が行える申請数については、「基礎コース」は

１訓練科までとし、かつ、「実践コース」を含む全体の申請は、２訓練科までとする。 
・ 求職者支援訓練のうち、次の上限値以下で新規参入となる職業訓練を認定する。 

イ 基礎コース：上限値 20％ 
ロ 実践コース：上限値 20％ 
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         滋賀県下 

全域 

第１ 

四半期 

第２ 

四半期 

第３ 

四半期 

第４ 

四半期 

基礎コース 24 0 12 12  0 

実践コース 36 12 12 0 12 

注 ｲ) 認定単位期間で実績枠に余剰定員が発生した場合は、枠の活用のため同一認定単位期

間内で新規参入枠へ振り替えることも可能とする。 
 

（４） 公共職業訓練（在職者訓練）の対象者数等 

・ 機構立施設に設置された「生産性向上人材育成支援センター」において、企業の人材育

成に関する相談支援から、職業訓練（“ものづくり”分野における能力開発セミナー、生

産性向上支援訓練）の実施まで、中小企業等の人材育成に必要な支援を実施する。 
・ 県立施設において、機械、溶接、電気、建築及び制御等の“ものづくり”分野につい

て、基礎から応用までの技能向上セミナーを実施する。 
・ 機構立施設および県立施設において、事業主自らが雇用する労働者に対する教育訓練へ

の施設・設備の使用や職業訓練指導員の派遣などの支援を行い、高度で多様な人材育成の

機会を提供する。 
 
〇在職者訓練 令和３年度計画 定員 3,302 人（302 コース） 

 コース数 定員数 備  考 

滋賀職業能力開発短期大学校 
（滋賀職能大） 

98 971 
より専門的な技能・技術の習得

を行う 

  機械系 57 561  

  電気・電子系 23 230  

  居住系 18 180  

滋賀職業能力開発促進センター 
（ポリテクセンター滋賀） 

59 1,072  

  機械系 32 582  

  電気・電子系 27 490  

  居住系 0 0  

高等技術専門校（米原校舎） 
（テクノカレッジ米原） 

105 951  

  機械系 31 290  

  溶接系 20 132  

  電気系 30 292  

  制御系 24 237  

高等技術専門校（草津校舎） 
（テクノカレッジ草津） 

40 308  

  機械系 24 217  

 溶接系 15 87  

  塗装系 1 4  

合   計 302 3,302  
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（５） 公共職業訓練（学卒者訓練）の対象者数等 

・ 滋賀県では、高等学校卒業者等を対象とする普通課程の普通職業訓練は県立施設におい

て、専門課程の高度職業訓練は機構立施設において実施している。 

・ 県立高等技術専門校において、新規学卒者や学卒未就職者をはじめとする若年層の求職

者に技能・知識を習得させることで、就職の促進と雇用の安定を図るとともに、県内産業

振興の中核となる人材の育成に努める。 

・ 機構立近畿職業能力開発大学校附属滋賀職業能力開発短期大学校において、地域の産業 
・企業との連携をより一層深め、技術革新に対応できる高度な知識と技能・技術を兼ね備

えた実践技術者を養成する。 
〇学卒者訓練 令和３年度計画 定員 95 人（５科） 

 定員数 備  考 

滋賀職業能力開発短期大学校 
（滋賀職能大） 

65  

  
機械システム系 

生産技術科 20 
高等学校卒業者等対象 

訓練期間２年 

  
住居環境系 

住宅環境科 20 
高等学校卒業者等対象 

訓練期間２年 

  
電子情報制御システム系 

電子情報技術科 25 
高等学校卒業者等対象 

訓練期間２年 
高等技術専門校（米原校舎） 
（テクノカレッジ米原） 

10  

  
メカトロニクス系 

メカトロニクス科 10 
高等学校卒業者等対象 

訓練期間２年 

高等技術専門校（草津校舎） 
（テクノカレッジ草津） 

20  

  
第二種自動車系 

自動車整備科 20 
高等学校卒業者等対象 

訓練期間２年 

合   計  95   

 
（６） 障害者等に対する公共職業訓練の対象者数等 

・ 滋賀県では、県立施設において知的障害者を対象とした施設内訓練を実施するととも

に、民間教育訓練機関等や企業等を活用した、障害者の多様なニーズに対応した職業訓練

（施設外委託訓練）を実施している。 
〇障害者訓練 令和３年度計画 定員 43 人 

 定員数 備  考 

施
設
内
訓
練 

高等技術専門校（草津校舎） 
（テクノカレッジ草津） 20   

 総合実務科（販売実務コース・ 
ＯＡ事務コース） 20 知的障害者対象 

施
設
外
委
託
訓
練 

高等技術専門校（米原校舎）（拠点校） 
（テクノカレッジ米原） 23   

 知識・技能習得訓練 6 Off-JT 集合型・個別型訓練 

 実践能力習得訓練 16 OJT 職場実習型訓練 

 特別支援学校早期訓練 1 OJT 職場実習型訓練 
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４ 職業訓練受講者に対する就職支援の充実及び就職率目標 
（１） 就職支援の充実  

・ ハローワークは、職業訓練希望者に対するジョブ・カードを活用したキャリアコンサル

ティングを積極的に実施し、訓練目標の明確化を図るとともに、適切な訓練コースの選択

を支援する。また、職業訓練受講開始後においては求職者担当制によるきめ細かな職業相

談、職業紹介などの就職支援を行う。 
・ 訓練実施機関等においては、職業訓練受講期間中にジョブ・カードを活用したキャリア

コンサルティングなどの機会を設け、訓練修了後の求職活動の方向性を明確化するととも

に、ハローワークと連携し、求人情報の提供など就職に向けた支援を行い、訓練修了まで

に就職が決まらない可能性のある訓練受講者については、漏れなくハローワークに誘導

し、就職支援の強化を図る。 
・ ハローワーク、滋賀県、機構滋賀支部、訓練実施機関等が一体となり、求人の確保等に

努めるとともに、訓練受講者を対象とした求人説明会や就職面接会（管理選考）を開催す

るなどマッチングの強化を図る。 
・ ハローワークは、滋賀県、機構滋賀支部、訓練実施機関と連携し、職業訓練修了後も未

就職となっている者を早期に把握し就職支援に努める。 
（２） 就職率目標 

・ 公共職業訓練（離職者訓練）受講者の就職率については、機構立施設内訓練 80％、県立

施設内訓練 85％、施設外委託訓練 80％、専門課程の高度職業訓練 95％を目指す。 
・ 求職者支援訓練受講者の就職率は、基礎コース 58％、実践コース 63％を目指す。（就職

は雇用保険適用就職とする。） 
 

 
５ 関係機関の連携と推進体制等  

・ 滋賀県地域訓練協議会を開催し、関係機関の連携･協力の下に、地域における求職者の動

向や産業界の訓練ニーズに応えた実施分野及び規模の設定、訓練実施機関の開拓や関係機

関間の連携方策について企画・検討を行う。 
さらに、当協議会の下、実務者レベルのワーキング・チームによる部会を定期的に開催

し、本計画に基づく具体的実施方策、連携方策の検討や計画の進捗状況の管理等を行う。 
・ 労働局、ハローワーク担当者と訓練実施機関との意見交換の場を設け、求職者の動向や

訓練ニーズ等についての情報交換を行う。 
・ 本計画に基づき、滋賀労働局、滋賀県、機構滋賀支部、訓練実施機関等が一体となり、

求職者に対する定期的な訓練説明会の開催や各機関のホームページ、新聞広告等のマスメ

ディアを活用し、幅広く情報発信を行うことにより受講者の確保に努める。併せて、ハロ

ートレーニングのワンストップ情報提供サービスの円滑な運用と有効活用を図る。 
また、公的職業訓練の愛称・キャッチフレーズ“ハロートレーニング～急がば学べ～”

及びロゴマークに加え、ハロートレーニングアンバサダーを活用して、職業能力開発に関

する興味・関心を高め、親しみやすいイメージのアピールに努める。 
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滋賀労働局

新規求人数 有効求人数

うち男 うち男 うち男 うち男

２年09月 120 81 646 447 119 295 159 101 34 15 0.46 28.3% 21.4% 28.6% -48.9%

２年10月 119 81 660 458 85 270 172 105 37 15 0.41 31.1% 21.5% 43.5% -65.2%

２年11月 84 61 658 468 163 328 137 102 30 13 0.50 35.7% 21.9% 18.4% 38.1%

２年12月 81 58 622 439 88 311 88 54 15 9 0.50 18.5% 17.0% 17.0% -56.0%

３年01月 98 69 607 434 129 358 103 58 19 5 0.59 19.4% 18.4% 14.7% 6.6%

３年02月 103 74 612 436 115 328 136 68 16 8 0.54 15.5% 11.8% 13.9% -10.9%

３年03月 118 72 634 439 174 421 144 89 24 10 0.66 20.3% 16.7% 13.8% 7.4%

２年度計 1,256 851 7,328 5,150 1,350 3,780 1,527 911 273 121 0.52 21.7% 17.9% 20.2% -38.0%

３年04月 130 88 634 435 141 401 120 70 21 9 0.63 16.2% 17.5% 14.9% 67.9%

３年05月 94 54 621 424 106 401 133 83 21 7 0.65 22.3% 15.8% 19.8% 34.2%

３年06月 104 72 604 415 155 388 159 94 29 12 0.64 27.9% 18.2% 18.7% 11.5%

３年07月 101 65 587 410 129 389 133 80 26 11 0.66 25.7% 19.5% 20.2% 35.8%

３年08月 98 68 594 415 120 388 103 62 19 9 0.65 19.4% 18.4% 15.8% 50.0%

３年09月 125 72 616 414 218 458 121 81 28 12 0.74 22.4% 23.1% 12.8% 83.2%

３年10月 129 89 671 458 151 469 107 76 26 15 0.70 20.2% 24.3% 17.2% 77.6%

３年11月 88 64 684 468 107 458 117 83 22 10 0.67 25.0% 18.8% 20.6% -34.4%

３年12月 86 54 672 463 108 330 94 59 26 13 0.49 30.2% 27.7% 24.1% 22.7%

４年01月 101 66 665 450 281 479 97 45 21 9 0.72 20.8% 21.6% 7.5% 117.8%

４年02月 109 72 685 464 111 497 148 103 25 12 0.73 22.9% 16.9% 22.5% -3.5%

４年03月 114 70 681 459 153 515 121 72 32 17 0.76 28.1% 26.4% 20.9% -12.1%

３年度計 1,279 834 7,714 5,275 1,780 5,173 1,453 908 296 136 0.67 23.1% 20.4% 16.6% 31.9%

４年04月 153 107 705 476 133 384 123 73 30 14 0.54 19.6% 24.4% 22.6% -5.7%

４年05月 131 77 726 495 222 472 112 67 22 12 0.65 16.8% 19.6% 9.9% 109.4%

４年06月 106 65 705 473 123 491 69 39 22 10 0.70 20.8% 31.9% 17.9% -20.6%

４年07月 110 69 687 449 134 465 82 60 12 8 0.68 10.9% 14.6% 9.0% 3.9%

４年08月 117 68 691 443 281 535 79 49 11 6 0.77 9.4% 13.9% 3.9% 134.2%

４年09月 92 64 663 427 147 561 122 69 20 12 0.85 21.7% 16.4% 13.6% -32.6%

新規求
人前年
同月比

IT関係職種　主要指標 (常用）

新規求職申込件数 有効求職者数 紹介件数 就職件数 有効
求人倍率

就職率
（就職／新
規求職）

紹介就職率
（就職／紹

介）

充足率
（就職／新
規求人）

0.46 

0.41 

0.50 0.50 

0.59 

0.54 

0.66 

0.63 0.65 0.64 
0.66 0.65 

0.74 

0.70 
0.67 

0.49 

0.72 0.73 
0.76 

0.54 

0.65 
0.70 0.68 

0.77 

0.85 
0.80 0.80 

0.82 
0.84 

0.86 
0.89 0.90 0.91 0.91 

0.93 
0.95 0.95 

0.98 0.98 0.99 0.98 0.98 

1.03 1.04 
1.06 1.06 1.08 

1.09 
1.12 1.14 

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

0

200

400

600

800
ＩＴ関係職種 有効求人・求職・求人倍率の推移

有効求職者数 有効求人数 有効求人倍率 全体の有効求人倍率（季節調整値）

（人）
（倍）
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滋賀労働局

新規求人数 有効求人数

うち男 うち男 うち男 うち男

２年09月 241 67 1,011 299 1,139 3,125 323 118 158 47 3.09 65.6% 48.9% 13.9% 26.0%

２年10月 216 51 998 280 1,004 3,101 316 124 130 35 3.11 60.2% 41.1% 12.9% -20.0%

２年11月 185 38 976 270 1,123 3,095 268 93 107 27 3.17 57.8% 39.9% 9.5% 6.2%

２年12月 154 43 906 263 988 3,019 194 69 119 31 3.33 77.3% 61.3% 12.0% -13.4%

３年01月 228 64 921 266 1,043 3,015 257 86 87 28 3.27 38.2% 33.9% 8.3% -17.0%

３年02月 274 76 1,000 297 1,157 3,104 360 122 129 37 3.10 47.1% 35.8% 11.1% -7.1%

３年03月 287 78 1,074 314 1,029 2,980 385 132 179 45 2.77 62.4% 46.5% 17.4% -1.2%

２年度計 2,715 719 11,546 3,363 12,217 34,618 3,451 1,228 1,522 430 3.00 56.1% 44.1% 12.5% -6.0%

３年04月 324 83 1,118 326 1,051 2,970 292 88 133 32 2.66 41.0% 45.5% 12.7% 16.8%

３年05月 188 39 1,042 294 885 2,799 277 80 117 25 2.69 62.2% 42.2% 13.2% 9.9%

３年06月 226 60 990 280 841 2,628 282 96 142 30 2.65 62.8% 50.4% 16.9% -10.9%

３年07月 237 59 958 276 1,125 2,737 207 67 106 34 2.86 44.7% 51.2% 9.4% 13.4%

３年08月 207 55 950 272 1,055 2,924 259 81 115 31 3.08 55.6% 44.4% 10.9% -3.5%

３年09月 254 57 973 268 839 2,907 277 90 111 25 2.99 43.7% 40.1% 13.2% -26.3%

３年10月 255 54 1,039 277 1,181 2,906 266 94 108 29 2.80 42.4% 40.6% 9.1% 17.6%

３年11月 187 51 1,018 284 919 2,857 218 74 127 34 2.81 67.9% 58.3% 13.8% -18.2%

３年12月 187 48 976 274 791 2,773 220 90 101 32 2.84 54.0% 45.9% 12.8% -19.9%

４年01月 231 61 970 276 991 2,662 234 89 95 23 2.74 41.1% 40.6% 9.6% -5.0%

４年02月 291 62 1,039 278 1,105 2,828 326 95 97 27 2.72 33.3% 29.8% 8.8% -4.5%

４年03月 295 67 1,121 306 880 2,829 356 109 171 36 2.52 58.0% 48.0% 19.4% -14.5%

３年度計 2,882 696 12,194 3,411 11,663 33,820 3,214 1,053 1,423 358 2.77 49.4% 44.3% 12.2% -4.5%

４年04月 315 78 1,116 309 1,073 2,704 271 92 136 35 2.42 43.2% 50.2% 12.7% 2.1%

４年05月 243 66 1,096 313 1,004 2,832 240 71 115 30 2.58 47.3% 47.9% 11.5% 13.4%

４年06月 224 47 1,071 302 858 2,859 280 97 125 33 2.67 55.8% 44.6% 14.6% 2.0%

４年07月 204 47 993 286 1,068 2,865 191 62 97 26 2.89 47.5% 50.8% 9.1% -5.1%

４年08月 219 55 988 283 1,279 3,119 206 74 97 21 3.16 44.3% 47.1% 7.6% 21.2%

４年09月 220 49 964 269 939 3,188 259 92 120 26 3.31 54.5% 46.3% 12.8% 11.9%

新規求
人前年
同月比

※介護関係職種＝144理学療法士、145作業療法士、146視能訓練士・言語聴覚士、161福祉相談員、162福祉施設指導専門員、
　　　　　　　　169その他の社会福祉の専門的職業、351家政婦（夫）・家事手伝い、36介護サービスの職業、371看護助手

介護関係職種　主要指標 (常用）

新規求職申込件数 有効求職者数 紹介件数 就職件数 有効
求人倍率

就職率
（就職／新
規求職）

紹介就職率
（就職／紹

介）

充足率
（就職／新
規求人）

3.09 3.11 
3.17 

3.33 
3.27 

3.10 

2.77 

2.66 2.69 2.65 

2.86 

3.08 
2.99 

2.80 2.81 2.84 
2.74 

2.72 

2.52 
2.42 

2.58 
2.67 

2.89 

3.16 

3.31 

0.80 0.80 0.82 0.84 0.86 0.89 0.90 0.91 0.91 0.93 0.95 0.95 0.98 0.98 0.99 0.98 0.98 1.03 1.04 1.06 1.06 1.08 1.09 1.12 1.14 

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00
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0
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介護関係職種 有効求人・求職・求人倍率の推移
有効求職者数 有効求人数 有効求人倍率 全体の有効求人倍率（季節調整値）

（人） （倍）
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24,460 人 14.9%

45,507 ,人 27.8%

9,738 人 5.9%

21,163 人, 12.9%1,230 人, 0.8%

779 人, 0.5%

12,214 人, 7.5%

18,101 人, 11.0%

7,753 人, 4.7%

3,516 人, 2.1%

10,389 人, 6.3%

9,061 人, 5.5%

全国 ハロートレーニングのR3年度実績（定員）

ＩＴ分野 営業・販売・事務分野 医療事務分野 介護・医療・福祉分野

農業分野 旅行・観光分野 デザイン分野 製造分野

建設関連分野 理容・美容関連分野 その他分野 基礎

18,635 人, 15.6%

33,173 人, 27.8%

7,101 人, 6.0%

13,671 人, 11.5%

932 人, 0.8%

413 人, 0.3%

10,502 人, 8.8%

12,447 人, 10.4%

5,832 人, 4.9%

2,434 人, 2.0%

8,779 人, 7.4%

5,217 人

, 4.4%

全国 ハロートレーニングのR3年度実績（受講者数）

ＩＴ分野 営業・販売・事務分野 医療事務分野 介護・医療・福祉分野

農業分野 旅行・観光分野 デザイン分野 製造分野

建設関連分野 理容・美容関連分野 その他分野 基礎
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令和４年度ハロートレーニング実施状況

　滋賀県関係　（施設内・委託訓練）

訓練定員 受講者数 充足率

合計 1,368 1,057 77.3%

施設内訓練 195 113 57.9%

委託訓練 1,173 944 80.5%

合計 636 500 78.6%

施設内訓練 115 77 67.0%

委託訓練 521 423 81.2%

合計 629 501 79.7%

施設内訓練 115 70 60.9%

委託訓練 514 431 83.9%

機構ポリテクセンター　（施設内・求職者支援訓練）

訓練定員 受講者数 充足率

施設内訓練 409 318 77.8%

求職者支援訓練 373 209 56.0%

施設内訓練 167 141 84.4%

求職者支援訓練 80 47 58.8%

施設内訓練 170 144 84.7%

求職者支援訓練 84 61 72.6%

　※施設内訓練（公共職業訓練）と求職者支援訓練とは制度が異なるため、合計は算出していない。

（参考）（滋賀県及び機構ポリテクセンター施設内訓練）

訓練定員 受講者数 充足率

合計 604 431 71.4%

県・施設内訓練 195 113 57.9%

機構・施設内訓練 409 318 77.8%

合計 282 218 77.3%

県・施設内訓練 115 77 67.0%

機構・施設内訓練 167 141 84.4%

合計 285 214 75.1%

県・施設内訓練 115 70 60.9%

機構・施設内訓練 170 144 84.7%

受講状況

令和３年度

令和４年度８月末までの実績

令和３年度８月末までの実績

受講状況

令和３年度

令和４年度８月末までの実績

令和３年度８月末までの実績

受講状況

令和３年度

令和４年度８月末までの実績

令和３年度８月末までの実績
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令和４年度 滋賀県職業訓練実施計画 

ハロートレーニング ～急がば学べ～ 
 

令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 
滋 賀 県 
滋 賀 労 働 局 
独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構滋賀支部 

１ 総 説  
（１） 計画のねらい  

この計画は、職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律（以下「支援法」

という。）第２条に規定する特定求職者（以下「特定求職者」という。）に対する、支援法第４条

第１項の規定による厚生労働大臣の認定を受けた職業訓練（以下「求職者支援訓練」という。）

や、職業能力開発促進法（昭和 44 年法律第 64 号）に基づき、公共職業能力開発施設で行われ

る離職者に対する職業訓練（以下「公共職業訓練」という。）等について、国及び滋賀県が一体

となって特定求職者を含む求職者等に対する職業訓練受講の機会を十分に確保し、実施するた

めの実施方針、実施規模、推進体制等の重要な事項を定めたものである。 
 

（２） 計画期間 

計画期間は、令和４年４月 1 日から令和５年３月 31 日までとする。 
 

（３） 計画の改定 

この計画は、職業訓練の実施状況等を踏まえ、改定する。 
 
２ 労働市場の動向と課題等   
（１） 労働市場の動向と課題  

令和３年度の有効求人倍率（季節調整値）は、新型コロナウイルス感染症の影響により、求職

が求人を上回り、概ね 0.9 倍台で推移し、雇用情勢には厳しさが見られる。 
県内の景気動向は、一部で持ち直しの動きがみられるものの、求職の超過が続いており、注意

を要する状態にある。 
令和３年度の有効求人数（原数値）は、滋賀県内の主要産業である製造業が回復基調にあり

19,000～22,000 人台で推移している。令和２年度を上回る水準となっているものの、新型コロ

ナウイルス感染症の影響を受ける前までの水準には戻っていない。 
 令和３年度の有効求職者数（原数値）は、事業主都合による離職者が増加した令和２年度に続

き 22,000 人前後と高い水準で推移している。 
正社員有効求人倍率は、対前年度を上回る水準が続いている。人手不足分野においては、依然

企業の中核となる基幹社員について、人材が不足している状況が継続している。 
企業が付加価値の高い分野、医療・情報通信分野等の今後成長が見込まれる分野への展開を図

るために必要となる人材や、社会全体のデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の加速化な

ど急速かつ広範な経済・社会環境の変化が生じ、また、新型コロナウイルス感染症の影響により

多くの産業で非正規雇用労働者に大きな影響が出ている中で産業界や地域の人材ニーズに合致

した在職者の生産性の向上等、多様な職業能力開発の機会を確保・提供することが重要である。 
特に、デジタル人材については、ＩＴ分野の資格取得を目指す訓練コースの訓練委託費等の上

乗せ措置などを活用し、デジタル分野の訓練をより一層推進する必要がある。 
いわゆる就職氷河期世代は、雇用環境が厳しい時期に就職活動を行った世代であり、現在 30

代半ばから 50 代前半に至っている。その中には、様々な課題に直面している者がおり、就職氷

河期世代が抱える固有の課題（希望する就業とのギャップ、実社会での経験不足等）や今後の人

材ニーズを踏まえつつ、個々人の状況に応じた支援が求められている。 
また、今後の我が国の社会を支えていく若年者が職業能力を高めることができるよう、若年者

にとって良好な雇用機会の創出やその育成のための施策を重点的に実施する必要がある。併せ
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て、ジョブ・カードを活用し、若年者の能力向上を図り、安定的な雇用への円滑な移行を促進す

ることが重要である。 
女性については、出産・子育ての時期にある年齢層の就業率が低い状況にあり、女性の活躍を

促進するため、出産等でキャリアを中断した女性の再就職を支援することが重要である。 
高齢者については、人生 100 年時代を迎え、何歳になっても学び直し、職場復帰、転職が可能

となるリカレント教育を拡充していくことが求められている。生涯現役社会の実現に向けて、高

齢者の継続雇用や再就職に向けた職業能力開発施策を一層充実させていくことが重要である。 
障害者については、障害者の障害特性やニーズに応じた就職が実現できるよう、環境整備が求

められている。また、障害者の福祉から雇用への移行を促進するため、障害者雇用施策と障害者

福祉施策が連携を図りつつ、個々の障害者の就労ニーズに即した職業能力開発を推進し、障害者

の職業の安定を図る必要がある。     
母子家庭の母、父子家庭の父、生活保護受給者や生活困窮者については、就労による自立を支

援することが重要であることから、地方公共団体等福祉施策との連携により、職業能力開発を含

めた就労支援の充実を図る必要がある。 
また、ものづくり現場を支える熟練した技能及びこれに関する知識が若年者に円滑に継承さ

れるよう、当該現場の戦力となる人材の育成を図るとともに、デジタルトランスフォーメーショ

ン（ＤＸ）の加速等を踏まえたＩＴ分野の訓練の充実など産業界や地域の人材ニーズに合わせて

労働者の能力向上を図っていくことが重要である。このため、公共職業能力開発施設においては、

事業主等による職業能力開発を支援し、中小企業事業主等の人材ニーズに対応した公的職業訓

練を一層推進する必要がある。 
 
（２） 令和３年度における公的職業訓練をめぐる状況 

令和３年４月から令和３年 12 月末現在で、滋賀県内における新規求職者は 41,368 人で

あり、その内、特定求職者に該当する可能性のある者の数は 18,477 人となっている。 
〇令和３年度の職業訓練の受講者数は次のとおり。 
・公共職業訓練（離職者訓練）   1,213 人（令和３年 12 月末現在） 
・求職者支援訓練       163 人（令和３年 12 月末現在） 

〇令和３年度の職業訓練の就職率は次のとおり。 
・公共職業訓練（離職者訓練）（令和３年 12 月末現在） 

施設内訓練 76.7％ 
委託訓練 70.3％ 

・求職者支援訓練（令和３年６月末までに終了したコース） 
基礎コース 58.3％ 
実践コース 60.0％ 
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３ 計画期間中の公的職業訓練の対象者数等  
（１） 実施方針  

離職者を対象とする職業訓練については、令和４年度においても、人材不足が深刻な分野

や、成長が見込まれる分野のほか、産業界のニーズを踏まえた人材育成に重点を置きつつ

実施する。 
また、職業訓練が効率的かつ効果的に実施できるよう、引き続き、地域の関係者が連携・

協力関係を強化するための連絡・協議の場を設けるとともに、産業界・教育訓練機関団体

等の協力も得ながら、職業能力評価基準や民間教育訓練機関における職業訓練サービスガ

イドライン等の更なる整備及び普及も進めていくこととする。 
さらに、オンラインによる訓練については、平成 29年６月から委託訓練についてオンデ

マンド型によるオンライン訓練（以下「ｅラーニングコース」という。）の実現を可能とし

たほか、令和２年５月からは公共職業訓練の全ての課程について、令和３年２月からは求

職者支援訓練について、同時双方向型によるオンラインによる訓練の実施を可能とし、令

和３年 10 月からは求職者支援訓練についてｅラーニングコースの実現を可能としたとこ

ろであり、実施状況や訓練効果等を踏まえながら、引き続きこれらの訓練の実施を推進し

ていくこととする。 

 
 

（２） 公共職業訓練（離職者訓練）の対象者数等 

① 施設内訓練 

・ 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構（以下「機構」という。）滋賀職業能力開

発促進センターにおいて、地域の事業主団体や事業主等業界の人材ニーズを基に、主に機

械系、電気・電子系、居住系などの“ものづくり”分野であって、民間の教育訓練施設で

は実施が難しいコースを設定の上、職業訓練を実施する。 
・ 県立高等技術専門校において、機械系、電気系、建築系、制御系などの分野において、

“ものづくり”の基本となる技能・知識を習得するための職業訓練を実施する。 
 
〇施設内訓練（離職者訓練） 令和４年度計画 定員 607 人（46 コース） 

※障害者向け訓練を除く 
 コース数 定員数 備  考 

滋賀職業能力開発促進センター 
（ポリテクセンター滋賀） 

30 412  

  機械系 18 232 女性専用科訓練を含む 

  電気・電子系 8 116 日本版デュアルシステム訓練含む 

  居住系 4 64   

高等技術専門校（米原校舎） 
（テクノカレッジ米原） 

10 120  

  

  

建築施工系 1   20   

建築内装系 2 20  

機械系 4 40  

電気系 2 30  

制御系 1 10 日本版デュアルシステム訓練 

高等技術専門校（草津校舎） 
（テクノカレッジ草津） 

6 75  

  機械系 2 20  

 建築内装系 2 20  

 情報系 1 15  
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  服飾系 1 20  

合   計 46 607   

 
 

② 施設外委託訓練 
・ 滋賀県では、民間教育訓練機関等を活用し、雇用拡大が期待される職種において、若年

者、女性等に配慮した多様な訓練コースの設定に努めるとともに、県内の各地域に位置す

る民間教育訓練期間等に委託して訓練を行うことで、通所の利便性を図り、訓練の受講機

会の確保を図る。 
・ 令和４年度は、「知識等習得コース」、「母子家庭の母等訓練コース」、「定住外国人向け訓

練コース」、「委託訓練活用型デュアルシステムコース（座学先行型）」、国家資格の取得を

目指す長期の訓練コースである「長期高度人材育成コース」を実施する。 
 

〇施設外委託訓練 令和４年度計画 定員 1,379 人（95 コース） 

 コース

数 
定員数 

実施地域別内訳 
（コース数） 

備 考 
北
部 

南
部 

県
全
域 

長期高度人材育成コース 4 26 １ １ 2   

 介護福祉士養成科 1 8   1  

 保育士養成科 2 13 1 1   

 栄養士養成科 1 5   1  

知識等習得等コース 91 1,353 30 43 18   

 事務系 15 225 4 10 1 母子母等優先型を含む 

 情報系 59 873 23 27 9 優先型、デュアル訓練を含む 

 介護・福祉系 11 165 3 6 2 母子母等優先型を含む 

 サービス系 1 15 0 0 1 
母子母等優先型及びデュアル

訓練を含む 

 その他 5 75 0 0 5 
デュアル訓練及び定住外国人
向けコースを含む 

合   計 95 1,379 31 44 20   

※南部地域＝大津・草津・高島・甲賀地域 
※北部地域＝東近江・湖東・湖北地域 
※県全域＝訓練を実施する地域について特に指定の無いもの 
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（３） 求職者支援訓練の対象者数等 

・ 令和４年度は、非正規雇用労働者や自営廃業者などの雇用保険の基本手当を受けること

ができない者に対する雇用のセーフティネットとしての機能が果たせるよう 216 人程度

に訓練機会を提供する。 
・ 訓練認定規模は 360 人を上限とし、基礎コースと実践コースの割合は次のとおりとす

る。 
 基礎コース（基礎的能力のみを習得する職業訓練）40％程度、 
 実践コース（基礎的能力から実践的能力までを一括して習得する職業訓練）60％程度 

・新型コロナウイルス感染症の影響により人材確保がより困難となっている介護等の分

野、デジタル分野等の成長分野に重点を置くとともに、地域における産業の動向や求人ニ

ーズを踏まえたものとする。未就職のまま卒業することとなった新卒者やコミュニケーシ

ョン能力等の課題を有する生活困窮者、就職氷河期世代の者のうち不安定な就労について

いる者や無業状態の者など、対象者の特性・訓練ニーズに応じた職業訓練の設定にも努め

ることとする。 
・ 実践コースのうち、全国共通分野である介護系、医療事務系、デジタル系の割合は介護

系 20％、医療事務系 10％、デジタル系 20％を下限の目安とする。 
 
〇訓練認定規模は以下のとおりとする。 
      地域別(人) 

コース別 

滋賀県下 

全域 

第１ 

四半期 

第２ 

四半期 

第３ 

四半期 

第４ 

四半期 

基礎コース 135 45 30 30 30 

実践コース 225 75 60 45 45 

 介護系 60 15 15 15 15 

 医療事務系 30 15 15 0 0 

 
デジタル系 

ＩＴ分野 30 15 0 15 0 

 WEBﾃﾞｻﾞｲﾝ系 30 0 15 0 15 

 その他 75 30 15 15 15 

合  計 360 120 90 75 75 

注 ｲ) 訓練の認定は四半期ごとに認定する。 
ﾛ) 申請対象期間の設定数を超える認定申請がある場合は、 

・新規参入枠については、職業訓練の案等が良好なものから認定する。 
・実績枠については、訓練受講者の就職実績等が良好なものから認定する。 

ﾊ) 基礎コース、実践コースの各分野で同月、同一地域（ハローワーク管轄単位）の認定申請

が複数重なった場合は、開講月、地域の重複を避けるため 1 コースを選定することとし、選

定方法は ﾊ)と同様とする。 
ﾆ) 実践コースの各分野において申請数が募集枠（上限値）に達しない場合は、他の分野に振

り替えることができるものとする。 
ﾎ) 各四半期に、それぞれのコース及び分野で計画数の認定が上限に満たない場合または中止

になった訓練科がある場合は、その余剰分について次四半期以降において他のコース及び分

野での設定ができるものとする。 
ﾍ) 募集期間における１機関（法人、個人単位）が行える申請数については、「基礎コース」は

１訓練科までとし、かつ、「実践コース」を含む全体の申請は、２訓練科までとする。 
・ 求職者支援訓練のうち、次の上限値以下で新規参入となる職業訓練を認定する。 

イ 基礎コース：上限値 20％ 
ロ 実践コース：上限値 25％ 
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         滋賀県下 

全域 

第１ 

四半期 

第２ 

四半期 

第３ 

四半期 

第４ 

四半期 

基礎コース 24 0 12 12  0 

実践コース 48 12 12 12 12 

注 ｲ) 認定単位期間で実績枠に余剰定員が発生した場合は、枠の活用のため同一認定単位期

間内で新規参入枠へ振り替えることも可能とする。 
 

（４） 公共職業訓練（在職者訓練）の対象者数等 

・ 機構立施設に設置された「生産性向上人材育成支援センター」において、企業の人材育

成に関する相談支援から、職業訓練（“ものづくり”分野における能力開発セミナー、生

産性向上支援訓練）の実施まで、中小企業等の人材育成に必要な支援を実施する。 
・ 県立施設において、機械、溶接、電気、建築及び制御等の“ものづくり”分野につい

て、基礎から応用までの技能向上セミナーを実施する。 
・ 機構立施設および県立施設において、事業主自らが雇用する労働者に対する教育訓練へ

の施設・設備の使用や職業訓練指導員の派遣などの支援を行い、高度で多様な人材育成の

機会を提供する。 
 
〇在職者訓練 令和４年度計画 定員 3,769 人（321 コース） 

 コース数 定員数 備  考 

滋賀職業能力開発短期大学校 
（滋賀職能大） 

118 1,447 
より専門的な技能・技術の習得

を行う 

  機械系 64 812  

  電気・電子系 22 315  

  居住系 32 320  

滋賀職業能力開発促進センター 
（ポリテクセンター滋賀） 

58 1,064  

  機械系 31 584  

  電気・電子系 27 480  

  居住系 0 0  

高等技術専門校（米原校舎） 
（テクノカレッジ米原） 

105 950  

  機械系 31 290  

  溶接系 20 132  

  電気系 30 290  

  制御系 24 238  

高等技術専門校（草津校舎） 
（テクノカレッジ草津） 

40 308  

  機械系 24 217  

 溶接系 15 87  

  塗装系 1 4  

合   計 321 3,769  
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（５） 公共職業訓練（学卒者訓練）の対象者数等 

・ 滋賀県では、高等学校卒業者等を対象とする普通課程の普通職業訓練は県立施設におい

て、専門課程の高度職業訓練は機構立施設において実施している。 

・ 県立高等技術専門校において、新規学卒者や学卒未就職者をはじめとする若年層の求職

者に技能・知識を習得させることで、就職の促進と雇用の安定を図るとともに、県内産業

振興の中核となる人材の育成に努める。 

・ 機構立近畿職業能力開発大学校附属滋賀職業能力開発短期大学校において、地域の産業 
・企業との連携をより一層深め、技術革新に対応できる高度な知識と技能・技術を兼ね備

えた実践技術者を養成する。 
〇学卒者訓練 令和４年度計画 定員 95 人（５科） 

 定員数 備  考 

滋賀職業能力開発短期大学校 
（滋賀職能大） 

65  

  
機械システム系 

生産技術科 20 
高等学校卒業者等対象 

訓練期間２年 

  
住居環境系 

住居環境科 20 
高等学校卒業者等対象 

訓練期間２年 

  
電子情報制御システム系 

電子情報技術科 25 
高等学校卒業者等対象 

訓練期間２年 
高等技術専門校（米原校舎） 
（テクノカレッジ米原） 

10  

  
メカトロニクス系 

メカトロニクス科 10 
高等学校卒業者等対象 

訓練期間２年 

高等技術専門校（草津校舎） 
（テクノカレッジ草津） 

20  

  
第二種自動車系 

自動車整備科 20 
高等学校卒業者等対象 

訓練期間２年 

合   計  95   

 
（６） 障害者等に対する公共職業訓練の対象者数等 

・ 滋賀県では、県立施設において知的障害者を対象とした施設内訓練を実施するととも

に、民間教育訓練機関等や企業等を活用した、障害者の多様なニーズに対応した職業訓練

（施設外委託訓練）を実施している。 
〇障害者訓練 令和４年度計画 定員 43 人 

 定員数 備  考 

施
設
内
訓
練 

高等技術専門校（草津校舎） 
（テクノカレッジ草津） 20   

 総合実務科（販売実務コース・ 
ＯＡ事務コース） 20 知的障害者対象 

施
設
外
委
託
訓
練 

高等技術専門校（米原校舎）（拠点校） 
（テクノカレッジ米原） 23   

 知識・技能習得訓練 6 Off-JT 集合型・個別型訓練 

 実践能力習得訓練 16 OJT 職場実習型訓練 

 特別支援学校早期訓練 1 OJT 職場実習型訓練 
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４ 職業訓練受講者に対する就職支援の充実及び就職率目標 
（１） 就職支援の充実  

・ ハローワークは、職業訓練希望者に対するジョブ・カードを活用したキャリアコンサル

ティングを積極的に実施し、訓練目標の明確化を図るとともに、適切な訓練コースの選択

を支援する。また、職業訓練受講開始後においては求職者担当制によるきめ細かな職業相

談、職業紹介などの就職支援を行う。 
・ 訓練実施機関等においては、職業訓練受講期間中にジョブ・カードを活用したキャリア

コンサルティングなどの機会を設け、訓練修了後の求職活動の方向性を明確化するととも

に、ハローワークと連携し、求人情報の提供など就職に向けた支援を行い、訓練修了まで

に就職が決まらない可能性のある訓練受講者については、漏れなくハローワークに誘導

し、就職支援の強化を図る。 
・ ハローワーク、滋賀県、機構滋賀支部、訓練実施機関等が一体となり、求人の確保等に

努めるとともに、訓練受講者を対象とした求人説明会や就職面接会（管理選考）を開催す

るなどマッチングの強化を図る。 
・ ハローワークは、滋賀県、機構滋賀支部、訓練実施機関と連携し、職業訓練修了後も未

就職となっている者を早期に把握し就職支援に努める。 
（２） 就職率目標 

・ 公共職業訓練（離職者訓練）受講者の就職率については、機構立施設内訓練 80％、県立

施設内訓練 85％、施設外委託訓練 80％、専門課程の高度職業訓練 95％を目指す。 
・ 求職者支援訓練受講者の就職率は、基礎コース 58％、実践コース 63％を目指す。（就職

は雇用保険適用就職とする。） 
 

 
５ 関係機関の連携と推進体制等  

・ 滋賀県地域訓練協議会を開催し、関係機関の連携･協力の下に、地域における求職者の動

向や産業界の訓練ニーズに応えた実施分野及び規模の設定、訓練実施機関の開拓や関係機

関間の連携方策について企画・検討を行う。 
さらに、当協議会の下、実務者レベルのワーキング・チームによる部会を定期的に開催

し、本計画に基づく具体的実施方策、連携方策の検討や計画の進捗状況の管理等を行う。 
・ 労働局、ハローワーク担当者と訓練実施機関との意見交換の場を設け、求職者の動向や

訓練ニーズ等についての情報交換を行う。 
・ 本計画に基づき、滋賀労働局、滋賀県、機構滋賀支部、訓練実施機関等が一体となり、

求職者に対する定期的な訓練説明会の開催や各機関のホームページ、新聞広告等のマスメ

ディアを活用し、幅広く情報発信を行うことにより受講者の確保に努める。併せて、ハロ

ートレーニングのワンストップ情報提供サービスの円滑な運用と有効活用を図る。 
また、公的職業訓練の愛称・キャッチフレーズ“ハロートレーニング～急がば学べ～”

及びロゴマークに加え、ハロートレーニングアンバサダーを活用して、職業能力開発に関

する興味・関心を高め、親しみやすいイメージのアピールに努める。 
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指標から分析した改善すべき方向性

就職率 低

就職率 高

【応募倍率「高」・就職率「低」の分野の改善方策】

求人ニーズをとらえ切れていない可能性があるとともに、受講

者に就職率が低いことが伝わっていない可能性がある。

＜考えられる改善の方向性＞

○ 求人ニーズに即した訓練内容になっているか要検討。

○ 就職支援策に課題がないか、強化する必要があるか要検

討

○ 受講勧奨時に、受講者に必要な情報が伝わっているか、

要検討。

【就職率「高」・応募倍率「高」の分野の改善方策】

求人ニーズ、求職者ニーズを踏まえた効果的な職業訓練と

言える。

＜考えられる改善の方向性＞

○ 応募倍率が100％を超えている場合には、申込者数に

応じた定員の拡充について要検討。

【就職率「高」・応募倍率「低」の分野の改善方策】

求人ニーズの観点からは効果的な訓練と言えるが、受講者ニーズ

をとらえ切れていない可能性がある。

＜考えられる改善の方向性＞

○ 訓練コースが、求職者にとって応募や受講がしやすい募集日程・

訓練日程となっているか要検討。

○ 受講勧奨の段階で、訓練コースの内容や効果に関する周知の

強化について要検討。

【就職率「低」・応募倍率「低」の分野の改善方策】

求人ニーズ、受講者ニーズ双方をとらえ切れていない可能性がある。

＜考えられる改善の方向性＞

○ 求人ニーズ、受講者ニーズに即した訓練内容になっているか要

検討。

○ 就職支援策に課題がないか、強化する必要があるか要検討

○ 訓練コースの周知や受講勧奨に課題がないか要検討。

○ 以上を講じても改善されないときは訓練コースの縮小を要検討。

応募倍率
低

応募倍率
高
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令和5年度 滋賀県職業訓練実施計画の策定に向けた方針（案）

実施状況
の分析

①就職率が高く、応募倍率が低い分野

Ｒ３実績に該当する分野

求訓：介護・医療・福祉

令和4年度計画と同程度の規模で人材を育成

②応募倍率が高く、就職率が低い分野

Ｒ３実績に該当する分野

求訓：「ＩＴ分野」

③応募倍率が低く、就職率が低い分野

Ｒ３実績に該当する分野

求訓：医療事務分野

・求職者に介護職の魅力を情報発信することが必要

・受講者ニーズに合わせた訓練開講地域の検討が必
要。

・受講者ニーズに合わせた訓練開催地域の検討が必要

・ハローワーク、訓練実施機関と連携した就職支援の
検討が必要

・求人ニーズに即した訓練内容になっているか、就
職支援策が十分か、検討が必要。

・「公共職業訓練の効果検証」の結果も踏まえた、
ハローワークと連携した就職支援の強化が必要。

人材ニー
ズを踏ま
えた設定

⑤デジタル人材が質、量とも不足
・デジタル人材育成を行う訓練実施機関の開拓が必
要

④委託訓練の計画数と実績の乖離計画と実
績の乖離

・受講者ニーズを踏まえた更なる訓練コースの設定を
進める
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企業内での人材育成に取り組む事業主の皆さまへ

都道府県労働局・ハローワーク LL040428開企01

人材開発支援助成金

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html

検索

IT分野未経験

自発的能力開発

教育訓練休暇

デジタル／成長分野

「人への投資促進コース」の助成メニュー

情報技術分野（IT分野）認定実習併用職業訓練【新設】

IT分野未経験者を即戦力化するための訓練を実施する事業主への高率助成。

ITやデジタル分野で即戦力となる人材を育成したい

活用例は裏面へ

デジタル分野などの社員教育に

人材開発支援助成金をご活用ください

国民の皆さまのアイデアをもとに「人への投資促進コース」を創設

高度デジタル人材訓練／成長分野等人材訓練【新設】

高度デジタル人材を育成するための訓練や、大学院での高度な訓練を行う事業主への高率助成。

高度デジタル人材 ・ 高度人材を育成したい

サブスクリプション

定額制訓練【新設】

サブスクリプション型の研修サービスによる訓練への助成。

オンラインの定額受け放題サービスで効率的に訓練を受けさせたい

自発的職業能力開発訓練【新設】

労働者が自発的に受講した訓練費用を負担する事業主への助成。

労働者の自発的な学び直しの費用を支援したい

長期教育訓練休暇制度／短時間勤務等制度【拡充】

働きながら訓練を受講するための休暇制度や短時間勤務等制度を導入する事業主への助成。

労働者の自発的な学び直しのための時間を確保したい

・「人への投資促進コース」の他にも、訓練対象者（正規雇用労働者や非正規雇用労働者）にあわせて、

助成メニューをご用意しています。

・すべての訓練コースでオンライン（eラーニング）による訓練も対象としています。

・詳しくは、ウェブサイトをご覧いただくか、お近くの労働局へお問い合わせください。

I T

未経験者

O K！
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「人への投資促進コース」の活用例

事 業 主

IT未経験の従業員にも、ITの内容を覚えてもら

い、即戦力として働いてほしい！

資格試験料も助成の対象です！IT分野未経験者にIT関連の訓練を行った場合

課 題

●訓練コース プログラミング（1名）

●訓練内容

スマート端末上の開発に必要なプログラミング

言語の習得等、OJTで実際に発注を受けたシス

テムの構築。

OFF-JT時間：800時間 訓練経費：70万円

OJT時間 ：200時間

●ITSSレベル２に相当する資格試験の受験

訓練経費：５万円

訓 練

●助成率・額

経費助成：60％

賃金助成：１時間あたり760円

OJT実施助成：200,000円

●助成額（左記の訓練内容の場合の例）

経費助成：450,000円（資格試験料を含む）

賃金助成：608,000円

OJT実施助成：200,000円

●成果

IT未経験者にも、基本的な言語の習得や、実際に顧

客から発注を受けたシステムの構築を、自社の従業

員から丁寧にレクチャー。

未経験者から一人前のSEに成長させることができた。

高額で手が出せない資格も、助成金があることで、

取得させることができた。

助成内容（中小企業の場合）・成果

助
成
金
を
活
用

サブスクリプション型の研修サービスで訓練を行った場合

様々なコンテンツの中から、従業員1人ひとりに合った訓練を行い、知識を深めてほしい！

●訓練コース 営業職研修受け放題講座（40名）

●訓練内容

新入社員から管理職までの幅広い層に対応した

営業職に関するeラーニング訓練。

訓練経費 ：42万円

（1名～50名まで１か月3.5万円×12月の料金）

訓 練
●助成率・額

経費助成：45％

●助成額（左記の訓練内容の場合の例）

経費助成：189,000円

●成果

１つの訓練契約で幅広い層に訓練を行うことができ、

企業全体の生産性向上に繋がった。

助成内容（中小企業の場合）・成果

助
成
金
を
活
用

高度なデジタル分野の訓練を行った場合

課 題

事 業 主

高度なデジタル分野の資格を取ってもらい、

核となる人材として働いてほししい！

他のコースより高い

助成率・助成額で支援します！
課 題

●訓練コース

プロジェクトマネージャ試験対策講座（1名）

●訓練内容

プロジェクトマネージャ試験対策のための訓練。

訓練時間：30時間 訓練経費：20万円

●ITSSレベル４に相当する資格試験の受験

訓練経費：８万円

訓 練

●助成率・額

経費助成：75％

賃金助成：１時間あたり960円

●助成額（左記の訓練内容の場合の例）

経費助成：210,000円（資格試験料を含む）

賃金助成：28,800円

●成果

資格を取得して専門的な知識を身につけることで、

管理職として活躍してもらうことができた。

高度な資格を保持していることが会社のアピール

ポイントにもなっている。

助成内容（中小企業の場合）・成果

助
成
金
を
活
用

事 業 主
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ＳＮＳ（Twitter）を利用した広報状況

ＳＮＳ（Twitter）による公的職業訓練情報発信の状況
・令和４年６月２９日～投稿
・現在、週に１～３件、公的職業訓練について情報発信

【Twitter投稿例】

【Twitter投稿状況】

６月 ７月 ８月 ９月 １０月 合計

3 6 15 6 9 39

周知リーフレット
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令和３年度委託訓練実施状況

就職 就職

長期高度 介護福祉士養成科（R2開講） 24ヶ月 5人 1人 20.0% 1人 20.0% 1人 20.0% 0人 0人 1人 1人 100.0% ○

長期高度 介護福祉士養成科（R2開講） 24ヶ月 10人 2人 20.0% 2人 20.0% 2人 20.0% 0人 0人 2人 2人 100.0% ○

長期高度 保育士養成科（R2開講） 24ヶ月 5人 5人 100.0% 5人 100.0% 5人 100.0% 0人 0人 5人 5人 100.0% ○

長期高度 保育士養成科（R2開講） 24ヶ月 10人 9人 90.0% 9人 90.0% 9人 90.0% 0人 0人 9人 9人 100.0% ○

長期高度 栄養士養成科（R2開講） 24ヶ月 5人 12人 240.0% 11人 220.0% 5人 100.0% 1人 0人 4人 4人 100.0% ○

長期高度 保育士養成科（R3開講） 24ヶ月 5人 7人 140.0% 6人 120.0% 5人 100.0% 1人 0人  

長期高度 保育士養成科（R3開講） 24ヶ月 9人 6人 66.7% 5人 55.6% 5人 55.6% 0人 0人  

長期高度 栄養士養成科（R3開講） 24ヶ月 5人 10人 200.0% 9人 180.0% 4人 80.0% 0人 0人  

長期高度 介護福祉士養成科（R3開講） 24ヶ月 3人 3人 100.0% 3人 100.0% 3人 100.0% 0人 0人  

知識習得 OA事務基礎科 3ヶ月 15人 21人 140.0% 17人 113.3% 15人 100.0% 1人 1人 14人 11人 80.0% ○

知識習得 OA事務応用科 3ヶ月 15人 12人 80.0% 10人 66.7% 9人 60.0% 2人 1人 7人 5人 75.0% ○

知識習得 OA事務・簿記科 3ヶ月 15人 16人 106.7% 15人 100.0% 13人 86.7% 5人 2人 8人 6人 80.0% ○

知識習得 医療・調剤事務・医療マナー科 3ヶ月 15人 15人 100.0% 15人 100.0% 15人 100.0% 3人 2人 12人 10人 85.7% ○

知識習得 介護職員初任者養成科 3ヶ月 15人 15人 100.0% 12人 80.0% 9人 60.0% 0人 0人 9人 7人 77.8% ○

知識習得 Webビジネス科 3ヶ月 15人 21人 140.0% 18人 120.0% 15人 100.0% 2人 1人 13人 10人 78.6% ○

小計 15 コース 147人 155人 105.4% 138人 93.9% 115人 78.2% 15人 7人 84人 70人 84.6%

知識習得 OA事務初級科 2ヶ月 15人 10人 66.7% 10人 66.7% 10人 66.7% 7人 3人 3人 3人 100.0% ○

知識習得 OA事務応用科 3ヶ月 15人 18人 120.0% 16人 106.7% 14人 93.3% 1人 1人 13人 8人 64.3% ○

知識習得 OA事務・簿記科 3ヶ月 15人 22人 146.7% 18人 120.0% 14人 93.3% 0人 0人 14人 10人 71.4% ○

知識習得 介護職員初任者養成科 3ヶ月 15人 23人 153.3% 19人 126.7% 15人 100.0% 0人 0人 15人 9人 60.0% ○

知識習得 医療事務・ドクター補助　養成科 3ヶ月 15人 15人 100.0% 13人 86.7% 13人 86.7% 0人 0人 13人 10人 76.9% ○

知識習得 リテール・ビジネス基礎科 3ヶ月 15人 7人 46.7% 7人 46.7% 6人 40.0% 1人 1人 5人 3人 66.7% ○

ＩＴ活用 OA事務基礎科（ITプラス） 5ヶ月 15人 18人 120.0% 17人 113.3% 14人 93.3% 1人 0人 13人 9人 69.2% ○

小計 7 コース 105人 113人 107.6% 100人 95.2% 86人 81.9% 10人 5人 76人 52人 70.4%

知識習得 OA事務初級科 2ヶ月 14人 17人 121.4% 15人 107.1% 14人 100.0% 0人 0人 14人 8人 57.1% ○

知識習得 OA事務基礎科 3ヶ月 15人 18人 120.0% 16人 106.7% 12人 80.0% 0人 0人 12人 8人 66.7% ○

知識習得 OA事務応用科 3ヶ月 15人 15人 100.0% 13人 86.7% 11人 73.3% 2人 1人 9人 6人 70.0% ○

知識習得 OA事務・簿記科 3ヶ月 15人 14人 93.3% 13人 86.7% 12人 80.0% 6人 4人 6人 4人 80.0% ○

知識習得 医療・介護・調剤事務科 3ヶ月 15人 16人 106.7% 14人 93.3% 13人 86.7% 0人 0人 13人 7人 53.8% ○

知識習得 Webビジネス科 3ヶ月 15人 26人 173.3% 26人 173.3% 15人 100.0% 1人 1人 14人 8人 60.0% ○

再チャレ OA実務科 2ヶ月 12人 3人 25.0%  

外国人 就職力スキルアップ科 4ヶ月 15人 14人 93.3% 11人 73.3% 9人 60.0% 3人 2人 6人 6人 100.0% ○

委託ＤＳ 介護初任者研修・OA事務科 4ヶ月 15人 11人 73.3% 11人 73.3% 10人 66.7% 2人 0人 8人 3人 37.5% ○

障害者 OA事務基礎科 3ヶ月 10人 6人 60.0% 6人 60.0% 6人 60.0% 0人 0人 6人 0人 0.0% ○

小計 10 コース 141人 140人 99.3% 125人 88.7% 102人 72.3% 14人 8人 88人 50人 60.4%

子育て OA事務初級科 2ヶ月 15人 16人 106.7% 14人 93.3% 15人 100.0% 0人 0人 15人 9人 60.0% ○

知識習得 OA事務応用科 3ヶ月 15人 16人 106.7% 13人 86.7% 14人 93.3% 1人 1人 13人 12人 92.9% ○

知識習得 医療・調剤事務・医療マナー科 3ヶ月 15人 18人 120.0% 16人 106.7% 13人 86.7% 2人 1人 11人 7人 66.7% ○

知識習得 宅建・不動産実務科 3ヶ月 15人 16人 106.7% 15人 100.0% 13人 86.7% 0人 0人 13人 8人 61.5% ○

知識習得 経理・財務事務科 4ヶ月 14人 27人 192.9% 23人 164.3% 14人 100.0% 0人 0人 14人 7人 50.0% ○

知識習得 介護職員実務者養成科 6ヶ月 15人 17人 113.3% 16人 106.7% 15人 100.0% 1人 0人 14人 9人 64.3% ○

子育て OA事務基礎科 3ヶ月 12人 15人 125.0% 14人 116.7% 12人 100.0% 0人 0人 12人 7人 58.3% ○

小計 7 コース 101人 125人 123.8% 111人 109.9% 96人 95.0% 4人 2人 92人 59人 64.9%

知識習得 OA事務初級科 2ヶ月 15人 15人 100.0% 14人 93.3% 12人 80.0% 2人 2人 10人 8人 83.3% ○

知識習得 OA事務基礎科 3ヶ月 15人 12人 80.0% 10人 66.7% 9人 60.0% 5人 4人 4人 3人 87.5% ○

子育て OA事務応用科 3ヶ月 14人 17人 121.4% 15人 107.1% 13人 92.9% 4人 2人 9人 3人 45.5% ○

知識習得 OA事務・簿記科 3ヶ月 14人 14人 100.0% 12人 85.7% 12人 85.7% 1人 0人 11人 7人 63.6% ○

知識習得 介護職員初任者養成科 3ヶ月 15人 13人 86.7% 12人 80.0% 11人 73.3% 0人 0人 11人 8人 72.7% ○

小計 5 コース 73人 71人 97.3% 63人 86.3% 57人 78.1% 12人 8人 45人 29人 69.8%

知識習得 OA事務基礎科 3ヶ月 14人 20人 142.9% 17人 121.4% 13人 92.9% 0人 0人 13人 9人 69.2% ○

知識習得 OA事務応用科 3ヶ月 15人 14人 93.3% 10人 66.7% 10人 66.7% 1人 1人 9人 6人 70.0% ○

知識習得 介護職員初任者養成科 3ヶ月 15人 9人 60.0% 7人 46.7% 6人 40.0% 0人 0人 6人 5人 83.3% ○

知識習得 医療・介護・調剤事務科 3ヶ月 15人 21人 140.0% 19人 126.7% 14人 93.3% 0人 0人 14人 9人 64.3% ○

知識習得 経理・財務事務科 4ヶ月 15人 15人 100.0% 14人 93.3% 12人 80.0% 2人 1人 10人 8人 81.8% ○

ＩＴ活用 Webビジネス科（ITプラス） 5ヶ月 15人 24人 160.0% 21人 140.0% 15人 100.0% 3人 2人 12人 8人 71.4% ○

外国人 就職力スキルアップ科 4ヶ月 15人 8人 53.3% 7人 46.7% 6人 40.0% 1人 1人 5人 3人 66.7% ○

小計 7 コース 104人 111人 106.7% 95人 91.3% 76人 73.1% 7人 5人 69人 48人 71.6%

4月

8月

5月

6月

就職率
確定

7月

9月

開始
月

区分 訓練科名
訓練
期間

定員
応募
者数

応募
倍率

受講ｶﾞ
ｲﾀﾞﾝｽ

受験
倍率

入校
者数

入校率
中退
者数

修了
者数

就職率

中止
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令和３年度委託訓練実施状況

就職 就職

就職率
確定

開始
月

区分 訓練科名
訓練
期間

定員
応募
者数

応募
倍率

受講ｶﾞ
ｲﾀﾞﾝｽ

受験
倍率

入校
者数

入校率
中退
者数

修了
者数

就職率

知識習得 OA事務初級科 3ヶ月 15人 14人 93.3% 13人 86.7% 13人 86.7% 1人 0人 12人 6人 50.0% ○

知識習得 OA事務基礎科 3ヶ月 15人 27人 180.0% 20人 133.3% 14人 93.3% 1人 1人 13人 7人 57.1% ○

知識習得 OA事務応用科 3ヶ月 15人 13人 86.7% 9人 60.0% 6人 40.0% 1人 0人 5人 4人 80.0% ○

知識習得 介護職員初任者養成科 3ヶ月 15人 16人 106.7% 14人 93.3% 14人 93.3% 0人 0人 14人 10人 71.4% ○

子育て 医療・調剤事務・医療マナー科 3ヶ月 14人 17人 121.4% 15人 107.1% 13人 92.9% 1人 1人 12人 8人 69.2% ○

知識習得 総務経理事務科 6ヶ月 15人 18人 120.0% 15人 100.0% 15人 100.0% 4人 4人 11人 11人 100.0% ○

知識習得 情報技術科 6ヶ月 15人 19人 126.7% 16人 106.7% 14人 93.3% 5人 5人 9人 6人 78.6% ○

知識習得 オフィス・プログラミング科 3ヶ月 15人 9人 60.0% 7人 46.7% 7人 46.7% 2人 1人 5人 3人 66.7% ○

小計 8 コース 119人 133人 111.8% 109人 91.6% 96人 80.7% 15人 12人 81人 55人 72.0%

知識習得 OA事務初級科 2ヶ月 15人 15人 100.0% 15人 100.0% 13人 86.7% 1人 0人 12人 11人 91.7% ○

知識習得 OA事務応用科 3ヶ月 15人 10人 66.7% 8人 53.3% 8人 53.3% 0人 0人 8人 8人 100.0% ○

子育て Webビジネス科 3ヶ月 15人 28人 186.7% 27人 180.0% 14人 93.3% 0人 0人 14人 8人 57.1% ○

知識習得 経理・財務事務科 4ヶ月 15人 14人 93.3% 13人 86.7% 13人 86.7% 3人 0人 10人 6人 60.0% ○

ＩＴ活用 OA事務基礎科（ITプラス） 5ヶ月 13人 13人 100.0% 12人 92.3% 12人 92.3% 2人 2人 10人 6人 66.7% ○

知識習得 介護職員実務者養成科 6ヶ月 15人 17人 113.3% 14人 93.3% 13人 86.7% 1人 0人 12人 12人 100.0% ○

知識習得 介護保険・簿記事務科 3ヶ月 15人 5人 33.3%  

委託ＤＳ リテール・ビジネス基礎科 4ヶ月 15人 3人 20.0%

小計 8 コース 118人 105人 89.0% 89人 75.4% 73人 61.9% 7人 2人 66人 51人 77.9%

知識習得 OA事務初級科 2ヶ月 13人 23人 176.9% 21人 161.5% 13人 100.0% 0人 0人 13人 6人 46.2% ○

子育て OA事務基礎科 3ヶ月 15人 17人 113.3% 15人 100.0% 14人 93.3% 3人 2人 11人 9人 84.6% ○

知識習得 OA事務・簿記科 3ヶ月 15人 11人 73.3% 11人 73.3% 10人 66.7% 1人 1人 9人 8人 90.0% ○

知識習得 介護職員初任者養成科 3ヶ月 15人 16人 106.7% 14人 93.3% 12人 80.0% 0人 0人 12人 10人 83.3% ○

知識習得 医療事務・ドクター補助　養成科 3ヶ月 15人 14人 93.3% 14人 93.3% 13人 86.7% 2人 1人 11人 8人 75.0% ○

再チャレ OA実務科 2ヶ月 12人 6人 50.0%  

外国人 就職力スキルアップ科 4ヶ月 15人 12人 80.0% 10人 66.7% 9人 60.0% 0人 0人 9人 7人 77.8% ○

小計 7 コース 100人 99人 99.0% 85人 85.0% 71人 71.0% 6人 4人 65人 48人 75.4%

知識習得 OA事務基礎科 3ヶ月 14人 16人 114.3% 16人 114.3% 13人 92.9% 2人 2人 11人 6人 61.5% ○

知識習得 OA事務応用科 3ヶ月 15人 7人 46.7% 4人 26.7% 4人 26.7% 0人 0人 4人 4人 100.0% ○

知識習得 OA事務・簿記科 3ヶ月 15人 10人 66.7% 10人 66.7% 9人 60.0% 2人 1人 7人 5人 75.0% ○

知識習得 介護職員初任者養成科 3ヶ月 15人 15人 100.0% 10人 66.7% 9人 60.0% 1人 0人 8人 5人 62.5% ○

知識習得 オフィスデザイン科 3ヶ月 15人 14人 93.3% 14人 93.3% 14人 93.3% 1人 1人 13人 8人 64.3% ○

知識習得 オフィスソフト・プログラミング科 6ヶ月 15人 13人 86.7% 13人 86.7% 13人 86.7% 4人 2人 9人 7人 81.8% ○

小計 6 コース 89人 75人 84.3% 67人 75.3% 62人 69.7% 10人 6人 52人 35人 70.7%

知識習得 OA事務初級科 2ヶ月 15人 16人 106.7% 13人 86.7% 12人 80.0% 0人 0人 12人 9人 75.0% ○

知識習得 OA事務基礎科 3ヶ月 13人 17人 130.8% 17人 130.8% 11人 84.6% 3人 2人 8人 4人 60.0% ○

知識習得 OA事務応用科 3ヶ月 15人 6人 40.0%  

知識習得 介護保険・OA事務科 3ヶ月 15人 2人 13.3%  

知識習得 経理・財務事務科 4ヶ月 14人 16人 114.3% 15人 107.1% 13人 92.9% 2人 0人 11人 7人 63.6% ○

知識習得 介護職員実務者養成科 6ヶ月 15人 16人 106.7% 16人 106.7% 13人 86.7% 0人 0人 13人 4人 30.8%

小計 6 コース 87人 73人 83.9% 61人 70.1% 49人 56.3% 5人 2人 44人 24人 56.5%

知識習得 OA事務初級科 2ヶ月 15人 18人 120.0% 14人 93.3% 13人 86.7% 0人 0人 13人 8人 61.5% ○

知識習得 OA事務基礎科 3ヶ月 15人 13人 86.7% 12人 80.0% 11人 73.3% 2人 1人 9人 5人 60.0% ○

知識習得 OA事務応用科 3ヶ月 15人 10人 66.7% 8人 53.3% 5人 33.3% 0人 0人 5人 2人 40.0% ○

知識習得 OA事務・簿記科 3ヶ月 15人 18人 120.0% 15人 100.0% 14人 93.3% 1人 1人 13人 9人 71.4% ○

知識習得 介護職員初任者養成科 3ヶ月 15人 18人 120.0% 16人 106.7% 14人 93.3% 0人 0人 14人 14人 100.0% ○

知識習得 Webビジネス科 3ヶ月 15人 28人 186.7% 25人 166.7% 14人 93.3% 0人 0人 14人 10人 71.4% ○

知識習得 オフィススペシャリスト科 3ヶ月 15人 8人 53.3% 5人 33.3% 5人 33.3% 0人 0人 5人 4人 80.0% ○

小計 7 コース 105人 113人 107.6% 95人 90.5% 76人 72.4% 3人 2人 73人 52人 72.0%

1,289人 1,313人 101.9% 1,138人 88.3% 959人 74.4% 108人 63人 835人 573人 70.8%

＊定員は母子優先枠を除いた人数

〔10/20時点集計（うち、中止コース除く確定分のみ集計）〕

１　離転職者等職業能力開発事業、母子家庭の母等職業的自立促進事業、子育て女性等職業能力開発事業（令和３年度開講分）

就職 就職

① 69コース 1,008人 1,096人 108.7% 978人 97.0% 827人 82.0% 94人 56人 720人 499人 71.5%

② 8コース 11人 13人 118.2% 12人 109.1% 11人 100.0% 2人 1人 9人 5人 60.0%

③ 3コース 43人 55人 127.9% 50人 116.3% 41人 95.3% 6人 4人 35人 23人 69.2%

④ 3コース 16人 17人 106.3% 16人 100.0% 14人 87.5% 0人 0人 14人 8人 57.1%

⑤ 0コース 0人 0人 #DIV/0! 0人 #DIV/0! 0人 #DIV/0! 0人 0人 0人 0人  

⑥ 4コース 35人 29人 82.9% 28人 80.0% 22人 62.9% 1人 0人 21人 21人 100.0%

⑦ 3コース 45人 34人 75.6% 28人 62.2% 24人 53.3% 4人 3人 20人 16人 82.6%

⑧ 1コース 15人 11人 73.3% 11人 73.3% 10人 66.7% 2人 0人 8人 3人 37.5%

83コース 1,173人 1,255人 107.0% 1,123人 95.7% 949人 80.9% 109人 64人 827人 575人 71.7%

※コース数には、②は含まない。

1月

2月

3月

10月

11月

12月

合計 93 コース

受講ｶﾞ
ｲﾀﾞﾝｽ

受験
倍率

入校
者数

充足率
中退
者数

修了
者数

就職率

知識等習得コース（一般求職者）

母子家庭の母等訓練コース（優先枠）

事業名 コース数 実施定員
応募
者数

応募
倍率

日本版デュアルシステム

計

実務に役立つＩＴ活用力習得コース

子育て家庭支援コース

女性の再チャレンジ支援コース

長期高度人材育成コース

定住外国人向け職業訓練コース

中止

中止

中止

中止

中止
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滋賀県立高等技術専門校  令和３年度訓練実施状況

応募者数 合格者数 応募者数 合格者数 応募者数 合格者数 辞退者 入校者 入校率 繰越者 中退者
うち
就職者

中退者
うち
就職者

うち
就職者

自営 未就職

2年度
4月生

10 4 3 4 4 100.0%

４月生 10 2 2 9 9 11 11 1 10 100.0% 6 4

1年 ４月生 20 12 10 12 10 10 50.0% 2 8 8 100.0%

2年度
10月生

10 2 2 1 1 50.0%

4月生 10 7 6 7 6 6 60.0% 3 2 2 3 3 100.0%

10月生 10 2 1 2 1 1 10.0% 1

４月生 10 3 3 3 3 3 30.0% 3 2 1 66.7%

10月生 10 6 5 6 5 5 50.0% 1 1 1 4 2 2 60.0%

2年度
1月生

10 9 1 1 1 9 7 2 80.0%

７月生 10 16 10 16 10 10 100.0% 3 2 2 7 7 100.0%

1月生 10 12 10 12 10 2 8 80.0% 1 7

2年度
1月生

15 9 9 3 6 33.3%

７月生 15 12 10 12 10 1 9 60.0% 2 2 2 7 4 3 66.7%

1月生 15 9 7 9 7 7 46.7% 1 1 6

2年度
7月生

10 2 1 1 1 100.0%

7月生 10 3 3 3 3 3 30.0% 3

130 2 2 91 74 93 76 4 72 55.4% 26 4 1 20 8 8 21 57 42 15 76.9%

2年度
4月生

20 6 2 1 1 6 6 100.0%

４月生 20 11 7 8 6 19 13 2 11 55.0% 3 1 8

2年度
10月生

10 2 1 1 1 1 1 50.0%

4月生 10 5 5 5 5 5 50.0% 2 1 1 3 3 100.0%

10月生 10 1 1 1 1 1 10.0% 1

1年 ４月生 20 23 21 23 21 1 20 100.0% 1 1 1 19 14 5 75.0%

2年度
10月生

15 11 4 3 4 3 6 7 6 1 92.3%

10月生 15 17 15 17 15 15 100.0% 2 13

４月生 10 6 5 6 5 1 4 40.0% 1 1 1 3 3 100.0%

10月生 10 7 6 7 6 6 60.0% 2 1 1 4 4 100.0%

2年度
10月生

5

４月生 15 3 3 3 3 3 20.0% 3 2 1 66.7%

10月生 5 1 1 1 1 1 20.0% 1

115 11 7 71 63 82 70 4 66 57.4% 19 6 4 16 9 12 23 46 38 8 86.2%

４月生 125 13 9 76 68 89 77 5 72 57.6% 18 6 5 12 42 35 7 85.1%

７月生 35 31 23 31 23 1 22 62.9% 5 4 4 3 14 11 3 83.3%

10月生 60 34 29 34 29 29 48.3% 5 2 2 16 4 4 100.0%

1月生 25 21 17 21 17 2 15 60.0% 1 1 7

前年度
生

45 10 5 6 4 9 42 30 12 76.5%

30 13 9 17 15 30 24 3 21 70.0% 10 5 1 9 1 1 12 100.0%

195 141 118 141 118 5 113 57.9% 35 5 4 27 16 19 31 90 68 22 79.8%

20 4 4 4 4 4 20.0% 1 3 2 1 66.7%

245 13 9 162 137 175 146 8 138 56.3% 45 10 5 36 17 20 44 103 80 23 81.3%

短期課程合計（総合実務科）

訓　練　生　合　計

総合実務科 1年

開 講 月 別 訓 練 生 合 計

普通課程合計

短期課程合計（総合実務科を除く）

電気エネルギー設備
科

6月

草津合計

米原合計

草津

普通 自動車整備科 2年

短期

ものづくり金属科 1年

服飾デザイン科

ICT技術科 1年

住環境施工科 6月

生産システム設備科 1年

米原

普通 メカトロニクス科 2年

短期

木造建築科

ものづくり加工科 1年

生産CAD科

就職率
(前年中退含

む）

6月

住宅リフォーム科 6月

令和4年6月30日現在

校舎名 課程 科名
訓練
期間

入校
区分

定員
（人）

新規学卒 離転職者 計 R２年度 R３年度 中退就
職者合

計
在校者

修了者
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令和4年度委託訓練実施状況

就職 就職

長期高度 保育士養成科（R3開講） 24ヶ月 5人 7人 140.0% 6人 120.0% 5人 100.0% 1人 0人  

長期高度 保育士養成科（R3開講） 24ヶ月 9人 6人 66.7% 5人 55.6% 5人 55.6% 0人 0人  

長期高度 栄養士養成科（R3開講） 24ヶ月 5人 10人 200.0% 9人 180.0% 4人 80.0% 0人 0人  

長期高度 介護福祉士養成科（R3開講） 24ヶ月 3人 3人 100.0% 3人 100.0% 3人 100.0% 0人 0人  

長期高度 保育士養成科（R4開講） 24ヶ月 8人 4人 50.0% 3人 37.5% 3人 37.5% 0人 0人  

長期高度 保育士養成科（R4開講） 24ヶ月 5人 4人 80.0% 4人 80.0% 4人 80.0% 0人 0人  

長期高度 栄養士養成科（R4開講） 24ヶ月 5人 10人 200.0% 9人 180.0% 5人 100.0% 2人 0人  

長期高度 介護福祉士養成科（R4開講） 24ヶ月 8人 3人 37.5% 3人 37.5% 3人 37.5% 0人 0人  

知識習得 OA事務基礎科 3ヶ月 15人 18人 120.0% 17人 113.3% 15人 100.0% 1人 0人 14人 11人 78.6% ○

知識習得 OA事務即就科 2ヶ月 15人 11人 73.3% 10人 66.7% 8人 53.3% 0人 0人 8人 4人 50.0% ○

知識習得 OA事務・簿記科 3ヶ月 15人 18人 120.0% 16人 106.7% 12人 80.0% 2人 2人 10人 5人 58.3% ○

知識習得 介護職員初任者養成科 3ヶ月 15人 4人 26.7%  

知識習得 Webビジネス科 3ヶ月 15人 30人 200.0% 27人 180.0% 14人 93.3% 0人 0人 14人 7人 50.0% ○

小計 13 コース 123人 128人 104.1% 112人 91.1% 81人 65.9% 6人 2人 46人 27人 60.4%

知識習得 OA事務基礎科 3ヶ月 14人 30人 214.3% 24人 171.4% 14人 100.0% 1人 1人 13人 3人 28.6%

知識習得 OA事務即就科 2ヶ月 15人 8人 53.3% 7人 46.7% 7人 46.7% 0人 0人 7人 0人 0.0%

知識習得 OA事務応用科 3ヶ月 15人 13人 86.7% 13人 86.7% 11人 73.3% 0人 0人 11人 6人 54.5%

知識習得 介護職員初任者養成科 3ヶ月 15人 16人 106.7% 15人 100.0% 15人 100.0% 4人 0人 11人 4人 36.4%

知識習得 医療・調剤事務・医療マナー科 3ヶ月 15人 16人 106.7% 14人 93.3% 15人 100.0% 0人 0人 15人 7人 46.7%

知識習得 経理・財務事務科 4ヶ月 14人 18人 128.6% 15人 107.1% 14人 100.0% 5人 2人 9人 3人 45.5%

子育て OA事務基礎科 3ヶ月 12人 12人 100.0% 12人 100.0% 12人 100.0% 1人 0人 11人 0人 0.0%

小計 7 コース 100人 113人 113.0% 100人 100.0% 88人 88.0% 10人 3人 77人 23人 32.5%

知識習得 OA事務即就科 2ヶ月 15人 5人 33.3% 5人 33.3% 5人 33.3% 0人 0人 5人 1人 20.0%

知識習得 OA事務応用科 3ヶ月 14人 15人 107.1% 13人 92.9% 11人 78.6% 1人 0人 10人 0人 0.0%

子育て OA事務・簿記科 3ヶ月 15人 25人 166.7% 23人 153.3% 15人 100.0% 2人 0人 13人 0人 0.0%

知識習得 Webビジネス科 3ヶ月 14人 18人 128.6% 16人 114.3% 12人 85.7% 3人 0人 9人 0人 0.0%

知識習得 宅建・不動産実務科 4ヶ月 15人 17人 113.3% 13人 86.7% 12人 80.0% 0人 0人 12人 0人 0.0%

IT活用 OA事務基礎科（ITプラス） 5ヶ月 13人 12人 92.3% 11人 84.6% 12人 92.3% 2人 2人  

知識習得 介護職員実務者養成科 6ヶ月 15人 17人 113.3% 16人 106.7% 13人 86.7% 1人 1人  

再チャレ OA実務科 2ヶ月 12人 11人 91.7% 10人 83.3% 8人 66.7% 1人 1人 7人 1人 25.0%

外国人 就職力スキルアップ科 4ヶ月 15人 7人 46.7% 7人 46.7% 7人 46.7% 2人 0人 5人 1人 20.0%

委託ＤＳ パソコン実務・サービス科 4ヶ月 15人 2人 13.3%  

小計 10 コース 143人 129人 90.2% 114人 79.7% 95人 66.4% 12人 4人 61人 3人 10.8%

子育て OA事務基礎科 3ヶ月 15人 23人 153.3% 16人 106.7% 14人 93.3% 3人 2人 11人 0人 15.4%

知識習得 OA事務即就科 2ヶ月 15人 12人 80.0% 10人 66.7% 8人 53.3% 0人 0人 8人 2人 25.0%

知識習得 OA事務応用科 3ヶ月 15人 10人 66.7% 9人 60.0% 9人 60.0% 0人 0人 9人 0人 0.0%

知識習得 OA事務・簿記科 3ヶ月 15人 18人 120.0% 14人 93.3% 14人 93.3% 0人 0人 14人 0人 0.0%

知識習得 介護職員初任者養成科 3ヶ月 15人 11人 73.3% 10人 66.7% 9人 60.0% 0人 0人 9人 0人 0.0%

知識習得 医療・介護・調剤事務科 3ヶ月 15人 22人 146.7% 19人 126.7% 15人 100.0% 2人 0人 13人 0人 0.0%

知識習得 経理・財務事務科 4ヶ月 15人 16人 106.7% 13人 86.7% 10人 66.7% 2人 1人  

IT資格 Webアプリ実践開発科 6ヶ月 15人 35人 233.3% 28人 186.7% 15人 100.0% 0人 0人  

小計 8 コース 120人 147人 122.5% 119人 99.2% 94人 78.3% 7人 3人 64人 2人 7.5%

知識習得 OA事務基礎科 3ヶ月 14人 29人 207.1% 28人 200.0% 14人 100.0% 0人 0人  

知識習得 OA事務即就科 2ヶ月 15人 3人 20.0%  

知識習得 OA事務応用科 3ヶ月 15人 8人 53.3% 7人 46.7% 8人 53.3% 0人 0人  

知識習得 OA事務・簿記科 3ヶ月 15人 20人 133.3% 13人 86.7% 14人 93.3% 3人 2人  

知識習得 介護職員初任者養成科 3ヶ月 15人 12人 80.0% 11人 73.3% 10人 66.7% 2人 0人  

知識習得 医療・調剤事務・医療マナー科 3ヶ月 14人 20人 142.9% 19人 135.7% 14人 100.0% 1人 0人  

知識習得 Webビジネス科 3ヶ月 14人 39人 278.6% 35人 250.0% 13人 92.9% 2人 1人  

外国人 就職力スキルアップ科 4ヶ月 15人 4人 26.7%  

委託ＤＳ OA事務・簿記科 4ヶ月 15人 5人 33.3%  

小計 9 コース 132人 140人 106.1% 113人 85.6% 73人 55.3% 8人 3人 0人 0人  

子育て OA事務基礎科 3ヶ月 15人 18人 120.0% 16人 106.7% 14人 93.3% 0人 0人  

知識習得 OA事務即就科 2ヶ月 15人 15人 100.0% 9人 60.0% 9人 60.0% 1人 1人  

知識習得 OA事務応用科 3ヶ月 15人 19人 126.7% 16人 106.7% 13人 86.7% 0人 0人  

知識習得 医療事務・ドクター補助養成科 3ヶ月 15人 15人 100.0% 13人 86.7% 13人 86.7% 0人 0人  

知識習得 総務経理事務科 6ヶ月 15人 21人 140.0% 20人 133.3% 15人 100.0% 1人 0人  

知識習得 介護職員実務者養成科 6ヶ月 15人 19人 126.7% 16人 106.7% 14人 93.3% 0人 0人  

小計 6 コース 90人 107人 118.9% 90人 100.0% 78人 86.7% 2人 1人 0人 0人  

開始
月

区分 訓練科名
訓練
期間

定員
応募
者数

応募
倍率

受講ｶﾞ
ｲﾀﾞﾝｽ

受験
倍率

入校
者数

入校率
中退
者数

8月

5月

6月

就職率
確定

7月

修了
者数

就職率

9月

4月
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令和4年度委託訓練実施状況

就職 就職

開始
月

区分 訓練科名
訓練
期間

定員
応募
者数

応募
倍率

受講ｶﾞ
ｲﾀﾞﾝｽ

受験
倍率

入校
者数

入校率
中退
者数

就職率
確定

修了
者数

就職率

知識習得 OA事務基礎科 3ヶ月 14人 17人 121.4% 16人 114.3% 14人 100.0%  

知識習得 OA事務即就科 2ヶ月 15人 4人 26.7% 4人 26.7% 4人 26.7%  

知識習得 OA事務応用科 3ヶ月 15人 9人 60.0% 7人 46.7% 7人 46.7%  

知識習得 介護職員初任者養成科 3ヶ月 14人 13人 92.9% 13人 92.9% 13人 92.9%  

知識習得 経理・財務事務科 4ヶ月 15人 15人 100.0% 14人 93.3% 13人 86.7%  

IT活用 Webビジネス科（ITプラス） 5ヶ月 15人 29人 193.3% 26人 173.3% 15人 100.0%  

IT資格 情報技術科 6ヶ月 15人 14人 93.3% 13人 86.7% 15人 100.0%  

障害者 OA事務基礎科 3ヶ月 6人 5人 83.3% 5人 83.3% 5人 83.3%  

小計 8 コース 109人 106人 97.2% 98人 89.9% 86人 78.9% 0人 0人 0人 0人  

知識習得 OA事務基礎科 3ヶ月 15人  

知識習得 OA事務即就科 2ヶ月 15人  

知識習得 OA事務応用科 3ヶ月 15人  

知識習得 OA事務・簿記科 3ヶ月 15人  

知識習得 医療・調剤事務・医療マナー科 3ヶ月 15人  

知識習得 経理・財務事務科 4ヶ月 15人  

知識習得 介護職員実務者養成科 6ヶ月 15人  

小計 7 コース 105人 0人 0.0% 0人 0.0% 0人 0.0% 0人 0人 0人 0人  

子育て OA事務基礎科 3ヶ月 15人  

知識習得 OA事務即就科 2ヶ月 15人  

子育て OA事務応用科 3ヶ月 15人  

知識習得 OA事務・簿記科 3ヶ月 15人  

知識習得 介護職員初任者養成科 3ヶ月 15人  

知識習得 Webビジネス科 3ヶ月 15人  

再チャレ OA実務科 2ヶ月 12人  

小計 7 コース 102人 0人 0.0% 0人 0.0% 0人 0.0% 0人 0人 0人 0人  

知識習得 OA事務基礎科 3ヶ月 15人  

知識習得 OA事務即就科 2ヶ月 15人  

知識習得 OA事務応用科 3ヶ月 15人  

知識習得 OA事務・簿記科 3ヶ月 15人  

IT資格 WEBアプリ実践開発科 6ヶ月 15人  

外国人 就職力スキルアップ科 4ヶ月 15人  

委託ＤＳ 介護初任者研修・OA事務科 4ヶ月 15人  

小計 7 コース 105人 0人 0.0% 0人 0.0% 0人 0.0% 0人 0人 0人 0人  

知識習得 OA事務基礎科 3ヶ月 15人  

知識習得 OA事務即就科 2ヶ月 15人  

知識習得 OA事務応用科 3ヶ月 15人  

知識習得 OA事務・簿記科 3ヶ月 15人  

知識習得 医療事務・ドクター補助養成科 3ヶ月 15人  

知識習得 経理・財務事務科 4ヶ月 15人  

知識習得 介護職員初任者養成科 3ヶ月 15人  

小計 7 コース 105人 0人 0.0% 0人 0.0% 0人 0.0% 0人 0人 0人 0人  

知識習得 OA事務基礎科 3ヶ月 15人  

知識習得 OA事務即就科 2ヶ月 15人  

知識習得 OA事務応用科 3ヶ月 15人  

知識習得 OA事務・簿記科 3ヶ月 15人  

知識習得 介護職員初任者養成科 3ヶ月 15人  

知識習得 Weｂビジネス科 3ヶ月 15人  

小計 6 コース 90人 0人 0.0% 0人 0.0% 0人 0.0% 0人 0人 0人 0人  

1,324人 723人 54.6% 627人 47.4% 501人 37.8% 38人 13人 184人 53人 33.5%

＊定員は母子優先枠を除いた人数

〔10/20時点集計：開講済みの訓練のみ集計〕

１　離転職者等職業能力開発事業、母子家庭の母等職業的自立促進事業、子育て女性等職業能力開発事業（令和４年度開講分）

就職 就職

① 40コース 591人 680人 115.1% 592人 100.2% 474人 80.2% 37人 13人 225人 53人 27.7%

② 10コース 11人 11人 100.0% 11人 100.0% 11人 100.0% 1人 0人 3人 0人 0.0%

③ 2コース 28人 41人 146.4% 37人 132.1% 27人 96.4% 2人 2人 0人 0人  

④ 2コース 30人 49人 163.3% 41人 136.7% 30人 100.0% 0人 0人 0人 0人

⑤ 1コース 12人 12人 100.0% 12人 100.0% 12人 100.0% 0人 0人 0人 0人  

⑥ 1コース 12人 11人 91.7% 10人 83.3% 8人 66.7% 1人 1人 7人 1人 25.0%

⑦ 4コース 26人 21人 80.8% 19人 73.1% 15人 57.7% 2人 0人 0人 0人  

⑧ 1コース 15人 7人 46.7% 7人 46.7% 7人 46.7% 2人 0人 5人 1人 20.0%

⑨ 0コース 0人 0人 #DIV/0! 0人 #DIV/0! 0人 #DIV/0! 0人 0人 0人 0人  

51コース 725人 832人 114.8% 729人 100.6% 584人 80.6% 45人 16人 240人 55人 27.7%

※コース数には、②は含まない。

定住外国人向け職業訓練コース

日本版デュアルシステム

計

実務に役立つＩＴ活用力習得コース

IT分野の資格取得を目指す訓練コース

子育て家庭支援コース

女性の再チャレンジ支援コース

長期高度人材育成コース

修了
者数

就職率

知識等習得コース（一般求職者）

母子家庭の母等訓練コース（優先枠）

受講ｶﾞ
ｲﾀﾞﾝｽ

受験
倍率

入校
者数

充足率
中退
者数

事業名 コース数 定員
応募
者数

応募
倍率

合計 95 コース

1月

2月

3月

10月

11月

12月

- 5 -



滋賀県立高等技術専門校  令和４年度訓練実施状況

応募者数 合格者数 応募者数 合格者数 応募者数 合格者数 辞退者 入校者 入校率 繰越者 中退者
うち
就職者

中退者
うち
就職者

うち
就職者

自営 未就職

３年度
4月生

10 4 6 4

４月生 10 3 3 2 2 5 5 1 4 40.0% 4

1年 ４月生 20 2 2 10 9 12 11 1 10 50.0% 10

３年度
10月生

10 1 1 1

4月生 10 9 8 9 8 8 80.0% 8

10月生 10 1 1 1 1 1 10.0% 1

４月生 10 4 3 4 3 3 30.0% 1 1 1 2 2 33.3%

10月生 10 2 2 2 2 2 20.0% 2

３年度
1月生

10 7 1 7 4 3 57.1%

７月生 10 17 10 17 10 10 100.0% 1 1 1 9 100.0%

1月生 10

３年度
1月生

15 6 1 1 1 1 2 5 4 1 85.7%

７月生 15 16 14 16 14 1 13 86.7% 13

1月生 15

３年度
7月生

10 3 3 3 100.0%

7月生 10 3 3 3 3 3 30.0% 3

130 5 5 64 52 69 57 3 54 41.5% 21 8 1 3 3 4 54 18 11 7 68.2%

３年度
4月生

20 8 3 1 1 8 100.0%

４月生 20 12 10 4 4 16 14 2 12 60.0% 2 1 10

３年度
10月生

10 1 1 1

4月生 10 2 2 2 2 2 20.0% 2

10月生 10 6 6 6 6 6 60.0% 6

1年 ４月生 20 21 20 21 20 1 19 95.0% 2 1 1 17 100.0%

３年度
10月生

15 13 2 2 1 1 11 6 5 58.3%

10月生 15 12 12 12 12 12 80.0% 12

４月生 10 9 9 9 9 9 90.0% 2 2 2 7 2 5 44.4%

10月生 10 10 10 10 10 10 100.0% 10

３年度
10月生

5 1 1 1 1 100.0%

４月生 15 4 4 4 4 4 26.7% 1 3

10月生 5 1 1 1 1 1 20.0% 1

115 12 10 69 68 81 78 3 75 65.2% 23 5 1 10 6 6 69 19 8 11 56.0%

４月生 125 17 15 65 61 82 76 5 71 56.8% 8 5 4 54 9 2 7 46.2%

７月生 35 36 27 36 27 1 26 74.3% 1 1 1 25 100.0%

10月生 60 32 32 32 32 32 53.3% 30

1月生 25 1

前年度
生

44 13 2 4 3 5 12 28 17 11 66.7%

30 15 13 6 6 21 19 3 16 53.3% 12 9 1 2 1 1 26 100.0%

195 2 2 122 109 124 111 3 108 55.4% 31 4 1 9 7 8 93 37 19 18 60.0%

20 5 5 5 5 5 25.0% 1 2 1 1 4 100.0%

245 17 15 133 120 150 135 6 129 52.7% 44 13 2 13 9 10 123 37 19 18 61.7%

未実施分 25 就職率（修了３か月後確定値）

修了者 就職者 自営 未就職 就職率

15 8 7 61.1%

19 8 11 50.0%

34 16 18 55.0%

令和4年10月4日現在

校舎名 課程 科名
訓練
期間

入校
区分

定員
（人）

新規学卒 離転職者 計 R３年度 R４年度 中退就
職者合

計
在校者

修了者

生産システム設備科 1年

米原

普通 メカトロニクス科 2年

短期

木造建築科

ものづくり加工科 1年

生産CAD科

就職率
(前年中退含

む）

6月

住宅リフォーム科 6月

電気エネルギー設備
科

6月

草津合計

米原合計

草津

普通 自動車整備科 2年

短期

ものづくり金属科 1年

服飾デザイン科

ICT技術科 1年

住環境施工科 6月

総合実務科 1年

開 講 月 別 訓 練 生 合 計

普通課程合計

短期課程合計（総合実務科を除く）

短期課程合計（総合実務科）

訓　練　生　合　計

R3中退就職者 R4中退就職者

現時点の入校率
(確定値) 58.6% 米原校舎 1 2

再編訓練科
（加工・CAD・金属・住環・ICT） 56%

合計 1 5

参考：令和３年度
草津校舎 3
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開始月 区分 分野 訓練科名 訓練期間 定員 応募者 応募倍率 受講者 入校率

４月 実践 IT Webアプリケーション開発技術者養成科 ６か月 12 12 100.0% 12 100.0%

５月 基礎 事務 ビジネス基礎科 ３か月 11 11 100.0% 9 81.8%

６月 基礎 事務 ＯＡ事務基礎科 ３か月 12 11 91.7% 10 83.3%

６月 実践 事務 ＯＡ事務科 ３か月 15 9 60.0% 9 60.0%

７月 実践 介護 介護職員初任者研修速習科（短期間） ２か月 12 10 83.3% 7 58.3%

７月 実践 事務 テレワークでも働けるパソコン・Web実務科 ３か月 12 10 83.3% 7 58.3%

８月 実践 事務 短期で学ぶパソコンOA事務科（短期間・短時間） １か月 10 8 80.0% 7 70.0%

９月 基礎 事務 ＯＡ事務基礎科 ３か月 12 15 125.0% 12 100.0%

９月 実践 事務 ＯＡ事務科 ３か月 15 12 80.0% 11 73.3%

９月 基礎 事務 はじめてのパソコン基礎科 ３か月 10 5 50.0% 5 50.0%

９月 実践 医療事務 医療事務科（短期間） １か月 15 5 33.3% 5 33.3%

１０月 実践 介護 介護職員初任者研修速習科（短期間） ２か月 15 6 40.0% 5 33.3%

１０月 実践 IT Ｗｅｂアプリケーション開発技術者養成科 ６か月 12 14 116.7% 12 100.0%

１０月 実践 事務 パソコン事務科（短期間） １か月 15 13 86.7% 10 66.7%

１０月 実践 事務 パソコン事務科（短期間・短時間） １か月 15 11 73.3% 10 66.7%

１１月 実践 医療事務 医療事務科（短期間・短時間） １か月 15 5 33.3% 4 26.7%

１１月 実践 事務 パソコン事務科（短期間・短時間） １か月 15 7 46.7% 7 46.7%

１１月 基礎 事務 ビジネス基礎科 ３か月 15 8 53.3% 7 46.7%

１２月 基礎 事務 OA事務基礎科 ３か月 15 11 73.3% 8 53.3%

１２月 実践 事務 OA事務科 ３か月 15 3 20.0% 2 13.3%

１２月 基礎 事務 はじめてのパソコン基礎科 ３か月 10 4 40.0% 4 40.0%

１月 実践 事務 パソコン事務科（短期間・短時間） １か月 10 7 70.0% 7 70.0%

１月 実践 事務 パソコン事務科（短期間・短時間） １か月 15 11 73.3% 11 73.3%

２月 実践 事務 パソコン事務科（短期間・短時間） １か月 15 2 13.3% 2 13.3%

３月 基礎 事務 ＯＡスキルアップ基礎科 ３か月 15 6 40.0% 6 40.0%

３月 基礎 事務 OA事務基礎科 ３か月 15 9 60.0% 9 60.0%

３月 実践 美容 未経験からのネイリスト養成科（短時間） ６か月 13 14 107.7% 9 69.2%

３月 実践 事務 パソコン事務科
（託児・短期間・短時間） ２か月 12 2 16.7% 2 16.7%

373 241 64.6% 209 56.0%

コース数 分野 訓練期間 定員 応募者 応募倍率 受講者 入校率

9 事務 ３か月 115 80 69.6% 70 60.9%

19 事務・IT・医療事務・介護・美容
１か月～
６か月

258 161 62.4% 139 53.9%

コース数 分野 訓練期間 定員 応募者 応募倍率 受講者 入校率

2 事務 ３か月 23 22 95.7% 19 82.6%

5 事務・IT
１か月～
６か月

61 49 80.3% 42 68.9%

【令和３年８月までの受講状況】

区分

基礎コース

実践コース

令和３年度求職者支援訓練受講状況

合計

【区分毎の受講状況】

区分

基礎コース

実践コース
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開始月 区分 分野 訓練科名 訓練期間 定員 応募者 応募倍率 受講者 入校率

４月 基礎 事務 はじめてのパソコン基礎科 ３か月 10 3 30.0% 3 30.0%

５月 実践 IT Ｗｅｂ・ＩＴプログラミング科 ６か月 15 14 93.3% 14 93.3%

６月 基礎 事務 ＯＡ事務基礎科 ３か月 15 14 93.3% 13 86.7%

７月 基礎 事務 はじめてのパソコン基礎科 ３か月 10 8 80.0% 8 80.0%

７月 実践 事務 パソコン事務科
（託児・短期間・短時間） ２か月 15 3 20.0% 2 13.3%

７月 実践 事務 パソコン事務科
（託児・短期間） １か月 15 9 60.0% 7 46.7%

80 51 － 47 －

コース数 分野 訓練期間 定員 応募者 応募倍率 受講者 入校率

3 事務 ３か月 35 25 71.4% 24 68.6%

3 事務・IT
１か月～
６か月

45 26 57.8% 23 51.1%

【令和４年８月までの受講状況】

区分

基礎コース

実践コース

令和４年度求職者支援訓練受講状況

合計
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滋賀職業能力開発促進センター 現在

うち女性

CAD/CAM技術科（橋渡し訓練） 1 15 12 10 3 0.80 66.7%

月計 15 12 10 3 0.80 66.7% 66.7%

CAD/CAM技術科 6 15 13 13 4 0.87 86.7%

ビル設備サービス科 6 16 19 16 0 1.19 100.0%

電気設備技術科 6 15 18 15 1 1.20 100.0%

月計 46 50 44 5 1.09 95.7% 88.5%

溶接施工科 6 15 5 4 0 0.33 26.7%

ICT生産サポート科 6 15 21 15 2 1.40 100.0%

月計 30 26 19 2 0.87 63.3% 80.2%

CADものづくりサポート科 6 15 21 15 15 1.40 100.0%

CAD/CAM技術科（橋渡し訓練） 1 15 17 15 5 1.13 100.0%

月計 30 38 30 20 1.27 100.0% 85.1%

CAD/CAM技術科 6 15 15 15 5 1.00 100.0%

ビル設備サービス科 6 16 19 15 2 1.19 93.8%

電気設備技術科（短期デュアル） 6 13 9 9 1 0.69 69.2%

機械加工NC技術科（橋渡し訓練） 1 5 2 2 0 0.40 40.0%

月計 49 45 41 8 0.92 83.7% 84.7%

機械加工NC技術科 6 12 4 3 0 0.33 25.0%

溶接施工科 6 15 4 3 1 0.27 20.0%

ICT生産サポート科 6 15 18 15 3 1.20 100.0%

月計 42 26 21 4 0.62 50.0% 77.8%

CADものづくりサポート科 6 15 16 15 15 1.07 100.0%

月計 15 16 15 15 1.07 100.0% 79.3%

CAD/CAM技術科 6 15 11 11 4 0.73 73.3%

ビル設備サービス科 6 16 18 15 1 1.13 93.8%

電気設備技術科 6 15 18 15 2 1.20 100.0%

月計 46 47 41 7 1.02 89.1% 81.0%

溶接施工科 6 15 6 6 0 0.40 40.0%

ICT生産サポート科 6 15 16 14 1 1.07 93.3%

月計 30 22 20 1 0.73 66.7% 79.5%

CADものづくりサポート科 6 15 13 13 13 0.87 86.7%

月計 15 13 13 13 0.87 86.7% 79.9%

CAD/CAM技術科 6 15 11 8 1 0.73 53.3%

ビル設備サービス科 6 16 13 13 1 0.81 81.3%

電気設備技術科（短期デュアル） 6 13 18 16 0 1.38 123.1%

機械加工NC技術科（橋渡し訓練） 1 5 1 1 1 0.20 20.0%

月計 49 43 38 3 0.88 77.6% 79.6%

機械加工NC技術科 6 12 4 4 1 0.33 33.3%

溶接施工科 6 15 10 7 0 0.67 46.7%

ICT生産サポート科 6 15 23 15 1 1.53 100.0%

月計 42 37 26 2 0.88 61.9% 77.8%

合計　29コース - 409 375 318 83

※ 橋渡し訓練付きの科（ＣＡＤ/ＣＡＭ及び機械加工ＮＣ）の本訓練の応募者は、橋渡し訓練からの移行者を含むこと。

R3.8末実績

うち女性

合計　12コース - 170 171 144 38 1.01 84.7%

応募倍率
（倍）

定員充足率
累計

定員充足率訓練科名

訓練期間
（月）

定員  応募者 入所者

3

10

累計
定員充足率

4

5

6

7

8

9

11

12

1

2

令和３年度離職者訓練応募・入所等状況

令和4年3月31日

開始
月

訓練科名

訓練期間
（月）

定員  応募者 入所者
応募倍率
（倍）

月別
定員充足率
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滋賀職業能力開発促進センター 現在

うち正社員 うち正社員

CAD/CAM技術科 6 15 5 3 2 10 9 4 92.3% 50.0%

ビル設備サービス科 6 15 1 1 0 14 10 3 73.3% 27.3%

電気設備技術科 6 15 0 0 0 15 13 12 86.7% 92.3%

月計 45 6 4 2 39 32 19 83.7% 58.3%

溶接施工科 6 14 0 0 0 14 10 7 71.4% 70.0%

ICT生産サポート科 6 15 2 1 0 13 7 2 57.1% 25.0%

月計 29 2 1 0 27 17 9 64.3% 50.0%

CAD/CAM技術科　※ 6 9 1 0 0 8 6 5 75.0% 83.3%

ビル設備サービス科 6 13 2 2 1 11 10 4 92.3% 41.7%

電気設備技術科（企業実習付コース） 6 11 1 1 0 10 8 6 81.8% 66.7%

月計 33 4 3 1 29 24 15 84.4% 59.3%

機械加工NC技術科　※ 6 6 0 0 0 6 5 3 83.3% 60.0%

溶接施工科 6 4 0 0 0 4 4 4 100.0% 100.0%

CADものづくりサポート科 6 13 7 4 3 6 6 1 100.0% 40.0%

ICT生産サポート科 6 15 2 2 1 13 10 4 80.0% 41.7%

月計 38 9 6 4 29 25 12 88.6% 51.6%

CAD/CAM技術科　※ 6 13 4 4 3 9 7 4 84.6% 63.6%

ビル設備サービス科 6 16 3 3 3 13 12 4 93.8% 46.7%

電気設備技術科 6 15 1 1 1 14 10 5 73.3% 54.5%

月計 44 8 8 7 36 29 13 84.1% 54.1%

溶接施工科 6 4 0 0 0 4 3 2 75.0% 66.7%

ICT生産サポート科 6 15 1 1 0 14 11 5 80.0% 41.7%

月計 19 1 1 0 18 14 7 78.9% 46.7%

CADものづくりサポート科 6 15 9 7 4 6 5 0 92.3% 33.3%

月計 15 9 7 4 6 5 0 92.3% 33.3%

CAD/CAM技術科　※ 6 15 2 0 0 13 10 7 76.9% 70.0%

ビル設備サービス科 6 15 3 1 1 12 11 3 92.3% 33.3%

電気設備技術科（企業実習付コース） 6 9 5 4 4 4 4 4 100.0% 100.0%

月計 39 10 5 5 29 25 14 88.2% 63.3%

機械加工NC技術科　※ 6 3 0 0 0 3 3 2 100.0% 66.7%

溶接施工科 6 3 0 0 0 3 3 2 100.0% 66.7%

ICT生産サポート科 6 15 3 3 2 12 10 6 86.7% 61.5%

月計 21 3 3 2 18 16 10 90.5% 63.2%

CADものづくりサポート科 6 15 6 5 3 9 9 2 100.0% 35.7%

月計 15 6 5 3 9 9 2 100.0% 35.7%

合計　25コース - 298 58 43 28 240 196 101 84.5% 54.0%

※　橋渡し訓練（導入訓練）からの受講者を含む。

製造分野（ビル設備以外） - 239 49 36 23 190 153 87 83.6% 58.2%

その他分野（ビル設備） - 59 9 7 5 50 43 14 87.7% 38.0%

R3.8末実績（対象：R2.11，12月入所生）

うち正社員 うち正社員

製造分野（ビル設備以外） - 59 7 4 2 52 39 25 76.8% 62.8%

その他分野（ビル設備） - 15 1 1 0 14 10 3 73.3% 27.3%

合計　5コース - 74 8 5 2 66 49 28 76.1% 55.6%

修了者 就職率
正社員
就職率

うち就職 うち就職
開始月 訓練科名

訓練期間
（月）

入所者 中退者

令和３年度離職者訓練就職等状況

令和4年7月15日

開始月 訓練科名

訓練期間
（月）

入所者 中退者 修了者 就職率
正社員
就職率

うち就職 うち就職

R3.10

R2.11

R2.12

R3.2

R3.9

R3.3

R3.5

R3.6

R3.7

R3.8
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滋賀職業能力開発促進センター

うち女性

ＣＡＤものづくりサポート科 6 15 15 15 15 1.00 100.0%

電気設備技術科（企業実習付コース） 6 13 3 3 1 0.23 23.1%

ＣＡＤ／ＣＡＭ技術科（橋渡し訓練） 1 15 12 11 4 0.80 73.3%

月計 43 30 29 20 0.70 67.4% 67.4%

ＣＡＤ／ＣＡＭ技術科 6 15 17 15 8 1.13 100.0%

ビル設備サービス科 6 16 25 16 1 1.56 100.0%

月計 31 42 31 9 1.35 100.0% 81.1%

溶接施工科 6 12 7 7 1 0.58 58.3%

ＩＣＴ生産サポート科 6 15 17 13 2 1.13 86.7%

月計 27 24 20 3 0.89 74.1% 79.2%

ＣＡＤものづくりサポート科 6 15 18 15 15 1.20 100.0%

電気設備技術科 6 15 13 11 1 0.87 73.3%

月計 30 31 26 16 1.03 86.7% 80.9%

ＣＡＤ／ＣＡＭ技術科 6 15 14 14 6 0.93 93.3%

ビル設備サービス科 6 16 23 16 0 1.44 100.0%

機械加工ＮＣ技術科（橋渡し訓練） 1 5 6 5 0 1.20 100.0%

月計 36 43 35 6 1.19 97.2% 84.4%

機械加工NC技術科 6 12 6 6 0 0.50 50.0%

溶接施工科 6 12 6 5 1 0.50 41.7%

ＩＣＴ生産サポート科 6 15 17 15 4 1.13 100.0%

月計 39 29 26 5 0.74 66.7% 81.1%

ＣＡＤものづくりサポート科 6 15 17 14 14 1.13 93.3%

電気設備技術科（企業実習付コース） 6 13 11 11 0 0.85 84.6%

ＣＡＤ／ＣＡＭ技術科（橋渡し訓練） 1 15 17 15 6 1.13 100.0%

月計 43 45 40 20 1.05 93.0% 83.1%

ＣＡＤ／ＣＡＭ技術科 6 15 15 15 6 1.00 100.0%

ビル設備サービス科 6 16 20 16 1 1.25 100.0%

月計 31 35 31 7 1.13 100.0% 85.0%

溶接施工科 6 12 0.00 0.0%

ＩＣＴ生産サポート科 6 15 0.00 0.0%

月計 27 0 0 0 0.00 0.0% 77.5%

ＣＡＤものづくりサポート科 6 15 0.00 0.0%

電気設備技術科 6 15 0.00 0.0%

月計 30 0 0 0 0.00 0.0% 70.6%

ＣＡＤ／ＣＡＭ技術科 6 15 0.00 0.0%

ビル設備サービス科 6 16 0.00 0.0%

機械加工ＮＣ技術科（橋渡し訓練） 1 5 0.00 0.0%

月計 36 0 0 0 0.00 0.0% 63.8%

機械加工NC技術科 6 12 0.00 0.0%

溶接施工科 6 12 0.00 0.0%

ＩＣＴ生産サポート科 6 15 0.00 0.0%

月計 39 0 0 0 0.00 0.0% 57.8%

合計　30コース - 412 279 238 86

※ 橋渡し訓練付きの科（ＣＡＤ/ＣＡＭ及び機械加工ＮＣ）の本訓練の応募者には、橋渡し訓練からの移行者を含むこと。

R4.8末実績

うち女性

合計　12コース - 167 170 141 54 1.02 84.4%

入所者
応募倍率
（倍）

定員充足率
累計

定員充足率
 応募者定員

3

訓練科名

訓練期間
（月）

2

累計
定員充足率

4

5

6

7

8

9

10

11

12

1

令和４年度離職者訓練応募・入所等状況

令和4年11月3日現在

開始
月

訓練科名

訓練期間
（月）

定員  応募者 入所者
応募倍率
（倍）

定員充足率
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滋賀職業能力開発促進センター 現在

うち正社員 うち正社員

CAD/CAM技術科 6 11 4 3 2 7 7 5 100.0% 70.0%

ビル設備サービス科 6 15 4 4 3 11 9 5 86.7% 61.5%

電気設備技術科 6 15 5 1 1 10 10 7 100.0% 72.7%

月計 41 13 8 6 28 26 17 94.4% 67.6%

溶接施工科 6 6 1 1 0 5 5 3 100.0% 50.0%

ICT生産サポート科 6 14 2 2 0 12 7 3 64.3% 33.3%

月計 20 3 3 0 17 12 6 75.0% 40.0%

CADものづくりサポート科 6 13 8 8 3 5 5 2 100.0% 38.5%

月計 13 8 8 3 5 5 2 100.0% 38.5%

CAD/CAM技術科 6 8

ビル設備サービス科 6 16

電気設備技術科（企業実習付コース） 6 13

月計 37 0 0 0 0 0 0

機械加工NC技術科 6 4

溶接施工科 6 7

ICT生産サポート科 6 15

月計 26 0 0 0 0 0 0

CADものづくりサポート科 6 15

電気設備技術科（企業実習付コース） 6 3

月計 18 0 0 0 0 0 0

CAD/CAM技術科 6 15

ビル設備サービス科 6 16

月計 31 0 0 0 0 0 0

溶接施工科 6 7

ICT生産サポート科 6 13

月計 20 0 0 0 0 0 0

CADものづくりサポート科 6 15

電気設備技術科 6 11

月計 26 0 0 0 0 0 0

CAD/CAM技術科 6 14

ビル設備サービス科 6 16

月計 30 0 0 0 0 0 0

機械加工NC技術科 6 6

溶接施工科 6 5

ICT生産サポート科 6 15

月計 26 0 0 0 0 0 0

CADものづくりサポート科 6 14

電気設備技術科（企業実習付コース） 6 11

月計 25 0 0 0 0 0 0

合計　27コース - 313 24 19 9 50 43 25 89.9% 54.8%

※ 総計は、令和４年６月までに修了したコースの実績（令和４年９月末確定分）。

製造分野（ビル設備以外） - 250 20 15 6 39 34 20 90.7% 53.1%

その他分野（ビル設備） - 63 4 4 3 11 9 5 86.7% 61.5%

R4.8末実績（対象：R3.11，12月入所生）

うち正社員 うち正社員

製造分野（ビル設備以外） - 46 12 7 3 34 29 18 87.8% 58.3%

その他分野（ビル設備） - 15 4 4 3 11 9 5 86.7% 61.5%

合計　5コース - 61 16 11 6 45 38 23 87.5% 59.2%

正社員
就職率

うち就職 うち就職
訓練科名

訓練期間
（月）

入所者 中退者 修了者 就職率
開始月

R3.12

R4.1

R4.2

R4.3

R4.4

R4.5

R4.6

R4.7

R4.8

R4.9

R4.10

うち就職 うち就職

R3.11

令和４年度離職者訓練就職等状況

令和4年9月30日

開始月 訓練科名

訓練期間
（月）

入所者 中退者 修了者 就職率
正社員
就職率
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 Press Release 

 

滋賀労働局発表 

令和４年10月28日（金） 

午前８時30分 解禁 

  

担  

 

当 

滋賀労働局職業安定部 職業安定課 

課 長  西 田 善 則 

課 長 補 佐  今 村 由 紀 子 

地方労働市場情報官  井 ノ 口 博 一 

電  話  0 7 7 - 5 2 6 - 8 6 0 9 

 

一般職業紹介状況（令和４年９月分） 
 

  

～有効求人倍率は４か月連続の上昇 １．１４倍～ 

 

【求人の動き】 

○ 有効求人数（季節調整値） ２４，８０２人、前月比  0.5%(  130 人)増 ２か月連続の増加 

○ 新規求人数（季節調整値）  ８，２０４人、前月比▲12.2%(1,139 人)減 ３か月ぶりの減少 

○ 産業別新規求人数（原数値）（以下前年同月比） 

増加＝ 製造業 5.8%（19か月連続）、宿泊業,飲食サービス業 133.7%（12か月連続）、 

医療，福祉 13.4%（２か月連続）、サービス業 6.1%（18か月連続） 

減少＝ 建設業 ▲5.2%（５か月ぶり）、運輸業，郵便業 ▲12.4%（２か月連続）、 

卸売業，小売業 ▲7.2%（６か月ぶり）、生活関連サービス業，娯楽業 ▲2.0%（２か月連続） 

教育，学習支援業 ▲9.6%（６か月ぶり） 
 

○ 正社員有効求人倍率（原数値）０．８１倍、前年同月より 0.13ポイント上昇 17か月連続の上昇 

【求職の動き】 

○ 有効求職者数（季節調整値） ２１，６９３人、前月比 ▲1.5%( 323人)減 ３か月連続の減少 

○ 新規求職者数（季節調整値）  ４，３９７人、前月比  1.0%(  43人)増 ４か月ぶりの増加 

 

※ ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和３年９月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライ

ン上で求職登録した求職者数や、求職者がハローワークインターネットサービスの求人に直接応募した就職件数等が含まれ

ている。 

※ 付属書類については、滋賀労働局のホームページ＞事例・統計情報＞最近の雇用失業情勢＞ 

職業安定統計情報 内に格納している。 
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（人） 有効求人・求職・倍率状況 （ﾊﾟｰﾄ含む、月次は季節調整値、年度は原数値平均）

有効求人数(季) 有効求職者数（季） 有効求人倍率（季） 新規求人倍率（季） 正社員求人倍率（原）

（倍）

県内の雇用情勢は、持ち直しているものの、新型コロナウイルス感染症が雇用に与える影

響に引き続き注意する必要がある。 

 

○有効求人倍率は １．１４倍で、前月に比べ０．０２ポイント上昇（４か月連続の上昇）                   

○新規求人倍率は １．８７倍で、前月に比べ０．２８ポイント低下（３か月ぶりの低下）          

 

 

厚生労働省

滋 賀 労 働 局
働きやすい滋賀をめざして
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４年９月 前年同月 前年同月比（差） 前月 前月比（差）

ﾎﾟｲﾝﾄ

1.14倍 0.98倍 - 1.12倍 (0.02)
ﾎﾟｲﾝﾄ

1.11倍 0.95倍 (0.16) 1.08倍 -
ﾎﾟｲﾝﾄ

1.87倍 1.68倍 - 2.15倍 (△ 0.28)
ﾎﾟｲﾝﾄ

1.80倍 1.60倍 (0.20) 2.05倍 -

13,562人 12,083人 12.2% 13,439人 -

10,298人 8,788人 17.2% 9,940人 -

23,860人 20,871人 14.3% 23,379人 -

0.5%
(130人)

12,510人 13,171人 △5.0% 12,658人 -

8,918人 8,791人 1.4% 8,918人 -

21,428人 21,962人 △2.4% 21,576人 -

△1.5%
(△323人)

4,407人 4,482人 △1.7% 4,995人 -

3,563人 3,010人 18.4% 3,785人 -

7,970人 7,492人 6.4% 8,780人 -

△12.2%
(△1,139人)

2,550人 2,853人 △10.6% 2,693人 -

1,870人 1,834人 2.0% 1,596人 -

4,420人 4,687人 △5.7% 4,289人 -

1.0%
(43人)

635件 729件 △12.9% 566件

715件 702件 1.9% 562件

1,350件 1,431件 △5.7% 1,128件

2,193人 2,294人 △4.4% 2,174人

1,317人 1,423人 △7.4% 1,351人

11,261人 11,535人 △2.4% 11,441人

7,043人 7,192人 △2.1% 7,202人

736人 735人 0.1% 620人

411人 411人 0.0% 362人

⑪ 1,447件 1,572件 △8.0% 1,549件

⑫ 5,354人 5,689人 △5.9% 5,711人

② 新 規 求 人 倍 率
季節調整値

原  数  値

受 給 者 実 人 員

⑥ 新 規 求 職 者 数

一  般

パート

計

季節調整値

45歳以上

55歳以上

⑨ 有 効 求 職 者 数

雇用
保険

 業  務  統  計  主  要  項  目

① 有 効 求 人 倍 率
季節調整値

原  数  値

24,802人 21,640人 - 24,672人

④ 有 効 求 職 者 数

一  般

パート

計

季節調整値

③ 有 効 求 人 数

一  般

パート

計

季節調整値

21,693人 22,194人 - 22,016人

⑤ 新 規 求 人 数

一　般

パート

計

季節調整値 8,204人 7,685人 - 9,343人

4,570人 - 4,354人

⑦ 就 職 件 数

一  般

4,397人

受 給 資 格 決 定 件
数

（注）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で
　　　求職登録した求職者数や、求職者がハローワークインターネットサービスの求人に直接応募した就職件数等が含まれている。

45歳以上

55歳以上

⑩ 就 職 件 数
45歳以上

55歳以上

パート

計

中

高

年

齢

者

⑧ 新 規 求 職 者 数
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【原数値】 （人）

令和3年同月比 令和元年同月比

新規求人数 7,970 6.4% ▲ 9.8% 7,492 8,840

新規求職者数 4,420 ▲ 5.7% ▲ 11.2% 4,687 4,980

有効求人数 23,860 14.3% ▲ 6.2% 20,871 25,439

有効求職者数 21,428 ▲ 2.4% 6.8% 21,962 20,071

新規求人倍率 1.80 0.20 0.02 1.60 1.78

有効求人倍率 1.11 0.16 ▲ 0.16 0.95 1.27

【産業別新規求人数】 （人）

令和3年同月比 令和元年同月比

建設業 582 ▲ 5.2% 8.2% 614 538

製造業 1,629 5.8% 15.0% 1,539 1,416

食料品・たばこ 230 39.4% 2.7% 165 224

繊維工業 73 35.2% 37.7% 54 53

印刷 44 ▲ 39.7% ▲ 31.3% 73 64

窯業・土石 75 ▲ 25.7% 7.1% 101 70

金属製品 132 ▲ 2.9% ▲ 19.0% 136 163

はん用機器 144 9.9% 111.8% 131 68

電子部品・デバイス・電子回路 128 ▲ 17.9% 19.6% 156 107

電気機器 168 37.7% 34.4% 122 125

輸送用機器 64 ▲ 13.5% ▲ 33.3% 74 96

情報通信業 44 ▲ 70.3% ▲ 60.4% 148 111

運輸業、郵便業 537 ▲ 12.4% ▲ 27.2% 613 738

卸売業、小売業 674 ▲ 7.2% ▲ 37.3% 726 1,075

学術研究、専門・技術サービス業 137 33.0% 42.7% 103 96

宿泊業、飲食サービス業 568 133.7% ▲ 36.5% 243 894

生活関連サービス業、娯楽業 342 ▲ 2.0% ▲ 8.1% 349 372

教育、学術支援業 94 ▲ 9.6% 6.8% 104 88

医療、福祉 1,735 13.4% 2.4% 1,530 1,694

サービス業 1,084 6.1% ▲ 13.5% 1,022 1,253

令和４年9月 令和３年9月 令和元年9月

令和４年9月 令和３年9月 令和元年9月
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～用語の解説～ 

＊新 規 求 人 数……ハローワークにおいて当該期間中に受け付けた求人数 

＊有 効 求 人 数……前月から繰り越された有効求人数と当月の新規求人数の合計数 

＊新規求職者数……ハローワークにおいて当該期間中に新たに受け付けた求職申込の件数 

＊有効求職者数……前月から繰り越された有効求職数と当月の新規求職数の合計数 

＊求 人 倍 率……求職者数に対する求人数の割合 

  ⇒ 有効求人倍率……有効求人数÷有効求職者数 

⇒ 新規求人倍率……新規求人数÷新規求職者数 

＊季 節 調 整 値……1年を周期として繰り返す季節的変動要因を一定の方法により取り除いて計算した

数値（暦年のデータを毎年計算し算出されるため、過去のデータが修正の対象となり、

毎年 1月分の公表にあわせて「季節調整値替え」が行われる） 

＊就 職 件 数……滋賀県内のハローワークにおいて求職申込を受け付けた求職者に対して、全国のハ

ローワークで受理した求人を紹介し、就職が確認された件数 

＊一 般……パートタイム以外の就業形態 

＊パートタイム……一週間の所定労働時間が、同一の事業所に雇用されている通常の労働者の一週間の

所定労働時間に比べ短い就業形態 

＊常    用……雇用契約において雇用期間の定めのない、又は、4か月以上の雇用期間が定められて

いるもの 

0.10

0.30

0.50

0.70

0.90

1.10

1.30

1.50

1.70

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

（倍）
滋賀県、近畿及び全国の有効求人倍率の推移（季節調整値）

（注）シャドー部分は景気後退期。R４年２月季節調整値替え。

ボトム
0 .40倍
11年5月

ピーク
0 .77倍

12年11,12月

ボトム
0 .43倍
14年1月

近畿過去最低
0 .36倍
11年4,5月

ピーク
1 .38倍
19年4月

４年９月
全国1 .34倍

滋賀過去最低

0 .35倍
21年6,7月

全国過去最低

0 .42倍
21年8月

４年９月
滋賀県
1 .14倍

近畿

全国

滋賀県

４年９月
近畿
1 .21倍

【受理地別】有効求人倍率（季節調整値）

3年９月 １０月 １１月 １２月 ４年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ４年９月

滋賀県 0.98 0.98 0.99 0.98 0.98 1.03 1.04 1.06 1.06 1.08 1.09 1.12 1.14

近　畿 1.07 1.07 1.07 1.07 1.09 1.10 1.10 1.11 1.13 1.16 1.18 1.20 1.21

全　国 1.15 1.16 1.17 1.17 1.20 1.21 1.22 1.23 1.24 1.27 1.29 1.32 1.34

　　　

京都府 1.23

大阪府 1.31

兵庫県 1.04

奈良県 1.27

和歌山県 1.15
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最近の雇用失業情勢  

（令和４年９月分） 

        滋賀労働局職業安定部 

 

有効求人・求職の状況 
 ９月の有効求人倍率（受理地別、季節調整値)は、1.14 倍と前月を 0.02 ポイント上回った。 
 有効求人倍率（就業地別、季節調整値）は、1.40倍と前月を 0.03ポイント上回った。 
 有効求人数（受理地別、季節調整値)は、24,802人で前月比 0.5%増加となった。 
 有効求人数（就業地別、季節調整値)は、30,273人で前月比 0.1%増加となった。 

 有効求職者数(季節調整値)は、21,693人で前月比 1.5%減少した。 

 

 
新規求人・求職の状況 

 ９月の新規求人倍率（受理地別）(季節調整値)は、1.87倍と前月を 0.28ポイント下回った。 

 新規求人倍率（就業地別）（季節調整値）は、2.31倍と前月を 0.22ポイント下回った。 

 新規求人数（受理地別）(季節調整値)は、 8,204人で前月比 12.2%減少となった。 
 新規求人数（就業地別）(季節調整値)は、10,170人で前月比 7.7%減少となった。 

 新規求職者数(季節調整値)は、4,397人で前月比 1.0%増加となった。 

 

 【就業地別】有効求人倍率（季節調整値）

3年９月 １０月 １１月 １２月 ４年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ４年９月

滋賀県 1.19 1.18 1.18 1.16 1.14 1.19 1.23 1.31 1.33 1.35 1.36 1.37 1.40

近　畿 1.02 1.02 1.03 1.03 1.05 1.06 1.06 1.08 1.10 1.13 1.15 1.17 1.18

全　国 1.15 1.16 1.17 1.17 1.20 1.21 1.22 1.23 1.24 1.27 1.29 1.32 1.34

【受理地別】有効求人倍率（季節調整値）

3年９月 １０月 １１月 １２月 ４年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ４年９月

滋賀県 0.98 0.98 0.99 0.98 0.98 1.03 1.04 1.06 1.06 1.08 1.09 1.12 1.14

近　畿 1.07 1.07 1.07 1.07 1.09 1.10 1.10 1.11 1.13 1.16 1.18 1.20 1.21

全　国 1.15 1.16 1.17 1.17 1.20 1.21 1.22 1.23 1.24 1.27 1.29 1.32 1.34

1.96 2.03 1.97
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新規求人・求職・倍率状況 （ﾊﾟｰﾄ含む、月次は季節調整値、年度は原数値平均）

新規求人数(季) 新規求職者数（季） 新規求人倍率（季） 全国新規求人倍率（季）

（倍）（人）
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 新規求人数（受理地別）(原数値)は、7,970人で前年同月比 6.4%増加となった。 

「製造業」で 5.8%、「学術研究,専門・技術サービス業」で 33.0%、「宿泊業,飲食サービス業」

で 133.7%、「医療,福祉」で 13.4%、「サービス業」で 6.1%対前年比で増加となった。 

「建設業」で 5.2%、「情報通信業」で 70.3%、「運輸業,郵便業」で 12.4%、「卸売業,小売業」

で 7.2%、「生活関連サービス業,娯楽業」で 2.0%、「教育,学習支援業」で 9.6%対前年比で減少

となった。 
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新規求人の雇用形態別の状況 
 ９月の新規求人数を雇用形態別に前年同月と比較すると、正社員求人は0.7%の減少、

非正社員求人は12.0%の増加となった。非正社員求人のうちパート求人は18.4%の増加
となった。 

 正社員求人が全体の新規求人に占める割合をみると、前年同月より 2.9 ポイント低下し

41.4%となった。 

 正社員の有効求人倍率(原数値)は、0.81倍と前年同月比で 0.13ポイント上昇となった。 

 

新規求職者等の状況 
 ９月の新規求職者数(原数値)は、4,420人で前年同月比5.7%減少と４か月連続の減少と

なった。このうちパートを除く常用の新規求職申込者数は、2,548人で前年同月比10.
6%の減少となった。 

 常用求職者数を態様別に前年同月と比較すると、在職者（20.4%減）、定年到達者（8.1%

減）、事業主都合離職者（24.0%減）、自己都合離職者（0.9%減）、無業者（12.0%増）とな

った。 

 

原数値 R3.9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 R4.9月

正社員
新規求人数 3,319 3,355 3,060 3,178 3,738 3,192 3,223 3,575 3,334 3,204 3,520 3,650 3,296

非正社員
新規求人数 4,173 5,511 4,774 4,211 5,627 7,206 5,386 5,144 4,738 4,588 4,745 5,130 4,674

正社員
求人割合 44.3 37.8 39.1 43.0 39.9 30.7 37.4 41.0 41.3 41.1 42.6 41.6 41.4

正社員有効
求人倍率 0.68 0.68 0.70 0.75 0.78 0.75 0.72 0.71 0.72 0.75 0.78 0.79 0.81
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１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

昭和38年 1.15 1.08 1.14 1.19 1.24 1.42 1.25 1.27 1.28 1.46 1.86 1.50
昭和39年 1.31 1.38 1.49 1.53 1.47 1.61 1.74 1.64 1.80 1.68 1.68 1.56
昭和40年 1.47 1.55 1.53 1.46 1.45 1.33 1.24 1.19 1.04 1.08 1.04 1.09
昭和41年 1.06 1.07 1.01 1.02 1.03 1.03 1.08 1.17 1.19 1.36 1.24 1.30
昭和42年 1.41 1.55 1.61 1.66 1.82 1.79 1.86 1.83 1.95 2.01 2.05 2.01
昭和43年 2.09 2.03 1.89 2.00 1.98 1.85 1.90 1.88 2.18 2.24 2.21 2.14
昭和44年 2.18 2.37 2.49 2.54 2.59 2.73 2.39 2.38 2.61 2.81 2.56 2.29
昭和45年 2.69 2.65 2.54 2.47 2.25 2.10 2.25 2.17 2.07 2.06 1.97 2.03
昭和46年 1.80 1.67 1.72 1.65 1.56 1.56 1.67 1.62 1.56 1.55 1.62 1.69
昭和47年 1.50 1.52 1.50 1.62 1.61 1.71 1.73 1.89 1.94 2.12 2.12 2.48
昭和48年 2.66 2.58 2.66 2.72 2.93 2.96 3.16 2.89 3.07 2.98 3.00 2.76
昭和49年 2.80 2.68 2.68 2.34 2.23 1.93 1.67 1.48 1.35 1.16 0.95 0.78
昭和50年 0.73 0.66 0.65 0.67 0.66 0.65 0.68 0.67 0.68 0.69 0.72 0.72
昭和51年 0.76 0.82 0.83 0.85 0.85 0.91 0.87 0.87 0.93 0.89 0.87 0.82
昭和52年 0.78 0.75 0.70 0.73 0.68 0.66 0.65 0.67 0.65 0.63 0.63 0.61
昭和53年 0.63 0.63 0.62 0.61 0.63 0.65 0.70 0.70 0.71 0.74 0.74 0.80
昭和54年 0.82 0.85 0.90 0.92 0.97 0.93 1.00 1.05 0.98 1.00 1.01 0.97
昭和55年 0.99 0.94 0.96 0.94 0.92 0.96 0.91 0.90 0.86 0.84 0.86 0.86
昭和56年 0.83 0.89 0.77 0.78 0.78 0.75 0.79 0.80 0.85 0.85 0.82 0.84
昭和57年 0.81 0.81 0.81 0.77 0.73 0.73 0.67 0.69 0.68 0.65 0.66 0.67
昭和58年 0.67 0.66 0.66 0.67 0.70 0.72 0.71 0.75 0.73 0.81 0.85 0.87
昭和59年 0.92 0.94 0.95 0.90 0.91 0.91 0.93 0.91 0.93 0.87 0.91 0.92
昭和60年 0.90 0.94 0.94 0.93 0.94 0.94 0.90 0.88 0.85 0.82 0.80 0.79
昭和61年 0.79 0.78 0.79 0.77 0.72 0.71 0.73 0.72 0.71 0.73 0.73 0.75
昭和62年 0.75 0.76 0.75 0.75 0.81 0.84 0.90 0.88 0.96 1.04 1.15 1.10
昭和63年 1.15 1.17 1.23 1.35 1.35 1.20 1.26 1.38 1.43 1.42 1.46 1.43
平成元年 1.42 1.40 1.47 1.53 1.56 1.55 1.47 1.52 1.61 1.59 1.61 1.53
平成２年 1.64 1.72 1.74 1.72 1.73 1.77 1.90 1.85 1.85 1.76 1.78 1.85
平成３年 1.89 1.87 1.90 1.86 1.81 1.84 1.79 1.69 1.62 1.58 1.57 1.50
平成４年 1.41 1.34 1.27 1.21 1.21 1.16 1.19 1.12 1.05 1.03 0.99 0.93
平成５年 0.91 0.92 0.88 0.86 0.82 0.78 0.76 0.73 0.69 0.66 0.65 0.64
平成６年 0.64 0.61 0.61 0.62 0.64 0.66 0.67 0.69 0.73 0.72 0.71 0.70
平成７年 0.67 0.71 0.67 0.65 0.65 0.64 0.64 0.63 0.62 0.62 0.64 0.65
平成８年 0.71 0.73 0.79 0.78 0.79 0.78 0.78 0.81 0.84 0.86 0.87 0.87
平成９年 0.85 0.86 0.86 0.87 0.90 0.88 0.85 0.83 0.79 0.80 0.76 0.72
平成10年 0.69 0.64 0.59 0.56 0.53 0.52 0.49 0.48 0.47 0.45 0.46 0.44
平成11年 0.44 0.43 0.44 0.43 0.40 0.42 0.43 0.43 0.45 0.47 0.50 0.53
平成12年 0.52 0.56 0.56 0.57 0.58 0.64 0.70 0.73 0.75 0.76 0.77 0.77
平成13年 0.75 0.73 0.70 0.67 0.63 0.60 0.57 0.56 0.52 0.48 0.45 0.44
平成14年 0.43 0.46 0.51 0.52 0.53 0.55 0.55 0.56 0.56 0.57 0.56 0.58
平成15年 0.60 0.61 0.63 0.62 0.63 0.61 0.63 0.65 0.72 0.77 0.82 0.86
平成16年 0.91 0.92 0.92 0.94 0.98 1.02 1.00 1.02 1.01 1.06 1.07 1.03
平成17年 0.98 0.96 0.98 1.00 1.01 1.05 1.08 1.08 1.07 1.09 1.12 1.17
平成18年 1.20 1.25 1.29 1.29 1.32 1.32 1.35 1.33 1.29 1.29 1.27 1.28
平成19年 1.31 1.29 1.32 1.38 1.35 1.36 1.32 1.28 1.26 1.26 1.28 1.27
平成20年 1.27 1.21 1.14 1.14 1.13 1.04 0.97 0.96 0.92 0.89 0.78 0.69
平成21年 0.56 0.48 0.44 0.38 0.37 0.35 0.35 0.36 0.36 0.38 0.37 0.38
平成22年 0.40 0.44 0.46 0.45 0.48 0.51 0.53 0.53 0.54 0.55 0.56 0.57
平成23年 0.60 0.60 0.60 0.59 0.60 0.60 0.60 0.62 0.63 0.61 0.61 0.63
平成24年 0.63 0.63 0.64 0.65 0.68 0.65 0.66 0.67 0.69 0.67 0.67 0.68
平成25年 0.70 0.72 0.73 0.74 0.73 0.78 0.80 0.82 0.84 0.88 0.91 0.94
平成26年 0.94 0.95 0.94 0.97 0.99 0.97 0.97 0.96 0.95 0.96 0.97 1.00
平成27年 1.00 1.02 1.03 1.02 1.06 1.04 1.05 1.05 1.08 1.09 1.09 1.09
平成28年 1.10 1.14 1.13 1.17 1.17 1.17 1.17 1.18 1.19 1.21 1.21 1.23
平成29年 1.25 1.24 1.22 1.24 1.27 1.30 1.28 1.29 1.31 1.33 1.37 1.39
平成30年 1.37 1.38 1.39 1.37 1.37 1.38 1.41 1.39 1.39 1.38 1.39 1.36
令和元年 1.40 1.38 1.36 1.36 1.35 1.36 1.36 1.33 1.30 1.30 1.28 1.40
令和２年 1.30 1.26 1.15 1.07 0.92 0.84 0.80 0.81 0.80 0.80 0.82 0.84
令和３年 0.86 0.89 0.90 0.91 0.91 0.93 0.95 0.95 0.98 0.98 0.99 0.98
令和４年 0.98 1.03 1.04 1.06 1.06 1.08 1.09 1.12 1.14

季節調整済有効求人倍率（新規学卒者を除きパートタイムを含む）

　　＊令和３年12月以前の数値は、令和４年1月公表時に新季節指数により改訂されている。
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　　　　　　　　　 年　月 （前月） （前年同月） 対前年同月

４年 ４年 ３年 増減率、差

9月 8月 9月

　項　目 (%、ﾎﾟｲﾝﾄ)

①　月間有効求職者数　（人） 12,486 12,634 13,154 △ 5.1

②　新規求職申込件数　（件） 2,548 2,683 2,851 △ 10.6

③　月間有効求人数　　（人） 12,515 12,434 11,361 10.2

④　新規求人数　　　　（人） 4,079 4,682 4,212 △ 3.2

⑤　就職件数　　　　（件） 598 538 682 △ 12.3

⑥　充足数　　　　　（人） 541 472 596 △ 9.2

⑦　有効求人倍率(③/①)(倍) 1.00 0.98 0.86 0.14

⑧　新規求人倍率(④/②)(倍) 1.60 1.75 1.48 0.12

⑨　就職率（⑤/②×100)(％) 23.5 20.1 23.9 △ 0.4

⑩　充足率（⑥/④×100)(％) 13.3 10.1 14.2 △ 0.9

⑪　月間有効求人数　　（人） 10,149 10,043 8,925 13.7

⑫　新規求人数　　　　（人） 3,296 3,650 3,319 △ 0.7

⑬　就職件数　　　　　（件） 473 441 536 △ 11.8

⑭　充足数　　　　　（人） 429 388 470 △ 8.7

⑮　有効求人倍率(⑪/①)(倍) 0.81 0.79 0.68 0.13

⑯　充足率（⑭/⑫×100)(％) 13.0 10.6 14.2 △ 1.2

⑰　月間有効求職者数　（人） 8,850 8,840 8,722 1.5

⑱　新規求職申込件数　（件） 1,862 1,583 1,814 2.6

⑲　月間有効求人数　　（人） 9,088 8,704 7,666 18.5

⑳　新規求人数　　　　（人） 3,164 3,356 2,657 19.1

㉑　就職件数　　　　　（件） 631 492 597 5.7

㉒　充足数　　　　　（人） 580 470 558 3.9

㉓　有効求人倍率(⑲/⑰)(倍) 1.03 0.98 0.88 0.15

㉔　新規求人倍率(⑳/⑱)(倍) 1.70 2.12 1.46 0.24

㉕　就職率（㉑/⑱×100)(％) 33.9 31.1 32.9 1.0

㉖　充足率（㉒/⑳×100)(％) 18.3 14.0 21.0 △ 2.7

雇用形態別常用職業紹介状況（新規学卒者を除く）

パ
ー
ト
タ
イ
ム
を
除
く
常
用

正
　
社
　
員

常
用
的
パ
ー
ト
タ
イ
ム

(注)1. △は減少である。
     2. 正社員の有効求人倍率は正社員の月間有効求人数をパートタイムを除く常用の月間有効求職者数で除して算出しているが、
        パートタイムを除く常用の有効求職者数には派遣労働者や契約社員を希望する者も含まれるため、厳密な意味での正社員
        有効求人倍率より低い値となる。
     3. ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上
        で求職登録した求職者数や、求職者がハローワークインターネットサービスの求人に直接応募した就職件数等が含まれている。- 23 -
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令和４年度における全国職業訓練実施計画 

 

令和４年４月１日 

 

第一 総則 

  一 計画のねらい 

 産業構造の変化、技術の進歩その他の経済的環境の変化の中で、職業の安定、

労働者の地位の向上及び経済社会の発展を図るためには、これらによる業務の内

容の変化に対する労働者の適応性を増大させ、及び円滑な就職に資するよう、労

働者に対して適切な職業能力開発を行う必要がある。このため、都道府県、事業

主等が行う職業能力開発に関する自主的な努力を尊重しつつ、雇用失業情勢等に

応じて、国が、職業能力開発促進法（昭和 44年法律第 64号。以下「能開法」と

いう。）第 16条第１項の規定に基づき設置する公共職業能力開発施設（以下「公

共職業能力開発施設」という。）において実施する職業訓練（能開法第 15条の７

第３項の規定に基づき実施する職業訓練（以下「委託訓練」という。）を含む。

以下「公共職業訓練」という。）及び職業訓練の実施等による特定求職者の就職

の支援に関する法律（平成 23年法律第 47号。以下「求職者支援法」という。）

第４条第１項の規定により厚生労働大臣の認定を受けた職業訓練（以下「求職者

支援訓練」という。）の充実を図ることにより、労働者の十分な職業能力開発の

機会を確保する必要がある。 

 本計画は、現下の雇用失業情勢等を踏まえ、本計画の対象期間（以下「計画期

間」という。）中における公共職業訓練及び求職者支援訓練（以下「公的職業訓

練」という。）の対象者数等を明確にし、計画的な公的職業訓練の実施を通じて

、職業の安定、労働者の地位の向上等を図るものである。また、公共職業能力開

発施設は、本計画を実施する際に、都道府県労働局、公共職業安定所、地方公共

団体等関係機関との連携を図り、効率的かつ効果的な公共職業訓練の実施を図る

ものとする。 

  二 計画期間 

 計画期間は、令和４年４月１日から令和５年３月 31日までとする。 

  三 計画の改定 

 本計画は、公的職業訓練の実施状況等を踏まえ、必要な場合には改定を行うも

のとする。 

 

第二 労働市場の動向と課題等 

  一 労働市場の動向と課題 

 近年、日本経済は緩やかな回復基調にあり、雇用情勢も着実に改善していたが
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、令和２年からの新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により戦後最大の

経済の落ち込みが生じており、今後も、同感染症の感染拡大が雇用に与える影響

により一層注意する必要がある。 

中長期的にみると、我が国は少子化による労働供給制約という課題を抱えてい

る。こうした中で、我が国が持続的な経済成長を実現していくためには、多様な

人材が活躍できるような環境整備を進め、一人ひとりの労働生産性を高めていく

ことが必要不可欠であり、そのためには、職業能力開発への投資を推進していく

ことが重要である。 

企業が付加価値の高い分野、医療・情報通信分野等の今後成長が見込まれる分

野への展開を図るために必要となる人材や、社会全体のデジタルトランスフォー

メーション（ＤＸ）の加速化など急速かつ広範な経済・社会環境の変化が生じ、

また、新型コロナウイルス感染症の影響により多くの産業で非正規雇用労働者に

大きな影響が出ている中で、地域のニーズに合った人材の育成を推進するために

は、公的職業訓練のあり方を不断に見直し、離職者の就職の実現に資する公的職

業訓練や、産業界や地域の人材ニーズに合致した在職者の生産性の向上等、多様

な職業能力開発の機会を確保・提供することが重要である。 

特に、デジタル人材については、地方からデジタルの実装を進め、新たな変革

の波を起こし、地方と都市の差を縮めていくことで世界とつながる「デジタル田

園都市国家構想」の実現に向け政府全体が取り組む中で、その育成・確保が重要

かつ喫緊の課題となっている。令和３年 12月 28日に開催されたデジタル田園都

市国家構想実現会議において、内閣府特命担当大臣（デジタル田園都市国家構想

担当）から、公共職業訓練、求職者支援訓練、教育訓練給付におけるデジタル分

野については、2024年度の受講者７万人を確保することが示されたことから、Ｉ

Ｔ分野の資格取得を目指す訓練コースの訓練委託費等の上乗せ措置などを活用

し、すべての都道府県においてデジタル分野の訓練をより一層推進する必要があ

る。 

若年者については、完全失業率が年齢計に比べて相対的に高水準で推移し、フ

リーターの数については、令和２年で 136万人と７年連続で減少している一方、

フリーターと同属性の 35～44 歳の層は平成 24 年以降 50 万人～60 万人台の水準

で推移している。また、ニートである若年者もいまだ多い状況となっている。こ

うしたことから、今後の我が国の社会を支えていく若年者が職業能力を高めるこ

とができるよう、若年者にとって良好な雇用機会の創出やその育成のための施策

を重点的に実施する必要がある。あわせて、能開法第 15 条の４第１項に規定す

る職務経歴等記録書（以下「ジョブ・カード」という。）を活用し、若年者の職

業能力向上を図り、安定的な雇用への円滑な移行を促進することが重要である。 

 また、いわゆる就職氷河期世代は、雇用環境が厳しい時期に就職活動を行った
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世代であり、現在、30 代半ばから 50 代前半に至っている。その中には、様々な

課題に直面している者がおり、就職氷河期世代が抱える固有の問題（希望する就

業とのギャップ、実社会での経験不足等）や今後の人材ニーズを踏まえつつ、個

々人の状況に応じた支援が求められている。 

女性については、出産・子育ての時期にある年齢層の就業率が低い状況にあり

、女性の活躍を促進するため、出産等でキャリアを中断した女性の再就職を支援

することが重要である。 

  高齢者については、人生 100年時代を迎え、より長いスパンで個々人の人生の

再設計が可能となる社会を実現するため、何歳になっても学び直し、職場復帰及

び転職が可能となるリカレント教育を拡充していくことが求められている。60歳

を過ぎても多くの者が就業しており、年齢に関わりなくいつまでも働き続けたい

という者も多い状況にある中で、70歳までの就業機会の確保に向けて、高年齢者

等の雇用の安定等に関する法律（昭和 46年法律第 68号）の改正により、高年齢

者就業確保措置に係る努力義務が規定されたこと等を踏まえれば、生涯現役社会

の実現に向けて、高齢者の継続雇用や再就職に向けた職業能力開発施策を一層充

実させていくことが重要である。 

 また、ものづくり現場を支える熟練した技能及びこれに関する知識が若年者に

円滑に継承されるよう、当該現場の戦力となる人材の育成を図るとともに、デジ

タルトランスフォーメーション（ＤＸ）の加速化等を踏まえたＩＴ分野の訓練の

充実など、産業界や地域の人材ニーズに合わせて労働者の能力向上を図っていく

ことが重要である。このため、公共職業能力開発施設においては、職業訓練指導

員を派遣する等、事業主等による職業能力開発を支援し、中小企業事業主等の人

材ニーズに対応した公的職業訓練を一層推進する必要がある。 

  障害者については、ハローワークにおける新規求職申込件数が増加傾向にあり

、障害者の障害特性やニーズに応じた就職が実現できるよう、一層の環境整備が

求められるとともに、人生 100年時代の到来による職業人生の長期化を踏まえ、

今後は雇入れ後のキャリア形成支援を進めていく必要がある。また、障害者の福

祉から雇用への移行を促進するため、障害者雇用施策と障害者福祉施策が連携を

図りつつ、個々の障害者の就業ニーズに即した職業能力開発を推進し、障害者の

職業の安定を図る必要がある。 

 母子家庭の母、父子家庭の父、生活保護受給者（生活保護法（昭和 25年法律第

144 号）の規定により保護を受けている者をいう。）や生活困窮者（生活困窮者

自立支援法（平成 25 年法律第 105 号）第３条第１項に規定する生活困窮者をい

う。以下同じ。）については、就労による自立を支援することが重要であること

から、地方公共団体等福祉施策との連携により、職業能力開発を含めた就労支援

を推進する必要がある。 
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二 令和３年度における公的職業訓練をめぐる状況 

 令和３年度の新規求職者は令和３年 11 月末現在で 3,085,309 人であり、その

うち、求職者支援法第２条に規定する特定求職者に該当する可能性のある者の数

は令和３年 11月末現在で 1,434,931人であった。 

 そうした中、令和３年度の公的職業訓練の受講者数は、公共職業訓練（離職者

訓練）については、令和３年 11月末現在で 76,388人であり、求職者支援訓練に

ついては、同月末現在で 17,714人であった。 

 また、令和３年度の就職率は、公共職業訓練（離職者訓練）の施設内訓練（公

共職業能力開発施設内で実施する訓練をいう。以下同じ。）が 86.8パーセント、

委託訓練が 67.5パーセント、求職者支援訓練の基礎コースが 56.5パーセント、

実践コースが 63.7パーセントであった。 

注 施設内訓練は令和３年８月末までの、委託訓練は同年７月末までの訓練修

了後３箇月の就職率、求職者支援訓練の基礎コース及び実践コースは同年４

月末までの訓練修了者等の訓練修了後３箇月の雇用保険適用就職率である。 

 さらに、在職者訓練の受講者数は、令和３年 11月末現在で 42,764人であり、

学卒者訓練については、同年 10月末現在で 5,552人であった。 

 

第三 計画期間中の公的職業訓練の対象者数等 

離職者を対象とする公的職業訓練については、人材不足が深刻な分野、成長が

見込まれる分野等における人材育成に重点を置きつつ実施する。 

また、公的職業訓練が計画的かつ効果的に実施できるよう、引き続き、地域の

関係者が連携・協力関係を強化するための連絡・協議の場を設けるとともに、産

業界・教育訓練機関団体等の協力も得ながら、職業能力評価制度、民間教育訓練

機関における職業訓練サービスガイドライン等の更なる整備及び普及も進めて

いくこととする。 

さらに、オンラインによる訓練については、平成 29年６月から委託訓練につい

てオンデマンド型によるオンライン訓練（以下「ｅラーニングコース」という。

）の実施を可能としたほか、令和２年５月からは公共職業訓練の全ての課程につ

いて、令和３年２月からは求職者支援訓練について、同時双方向型によるオンラ

インによる訓練（以下「オンライン訓練」という。）の実施を可能とし、令和３

年 10 月からは求職者支援訓練についてｅラーニングコースの実施を可能とした

ところであり、実施状況や訓練効果等を踏まえながら、引き続きこれらの訓練の

実施を推進していくこととする。 

加えて、育児や介護等、多様な事情を抱える求職者等が、生活との調和を保ち

つつ職業訓練を受講できるよう、その実施期間や時間等について配慮し、短期間

・短時間の訓練コース、土日・夜間の訓練コース、ｅラーニングコース、オンラ
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イン訓練などの実施を推進していくこととする。特に、出産・育児を理由とする

離職者については、育児と職業訓練の両立を支援するため、託児サービス付き訓

練コースの設定を推進する。 

 

  一 公共職業訓練（離職者訓練）の対象者数等 

(1) 対象者数及び就職率に係る目標 

計画期間中に実施する離職者訓練の対象者数は、145,169人とする。 

離職者訓練の対象者数のうち、24,000人については、施設内訓練として実

施するものとする。施設内訓練のうち、2,000 人については、企業実習と座

学を一体的に組み合わせた訓練（以下「日本版デュアルシステム」という。

）として実施するものとする。 

また、離職者訓練の対象者数のうち、121,169 人については、委託訓練と

して実施するものとする。委託訓練については、人材不足が深刻な建設、保

育、介護等の分野や、今後成長が見込める医療、情報通信分野等において充

実を図るものとし、その対象者数のうち、4,000 人については実践的職業能

力の付与が必要な者に対する日本版デュアルシステムとして、それぞれ実施

するものとする。 

就職率は施設内訓練で 80 パーセント、委託訓練で 75 パーセントを目指

す。 

(2) 離職者訓練の内容 

 離職者訓練については、職業能力に係る労働力需給のミスマッチを解消す

るため、知識の付与及び実習による技能の習得など、訓練の内容に応じた様

々な民間教育訓練機関を活用した多様な職業能力開発の機会を、都道府県又

は市町村が能開法第 16 条第１項又は第２項の規定に基づき設置する施設（

障害者職業能力開発校を除く。）において実施する職業訓練との役割分担を

踏まえつつ提供し、地域における離職者等の多様な就業ニーズ及び企業の人

材ニーズに応じた支援を実施するものとする。 

 施設内訓練として実施する職業訓練については、民間教育訓練機関では実

施できないものづくり分野において実施しつつ、IoT 技術等第４次産業革命

の進展に対応した職業訓練の実施に取り組む。 

 また、雇用のセーフティネットとして、母子家庭の母等のひとり親、刑務

所を出所した者、定住外国人等特別な配慮や支援を必要とする求職者に対し

て、それぞれの特性に応じた職業訓練を実施するものとする。さらに、これ

まで能力開発の機会に恵まれなかった非正規雇用労働者等を対象とした国

家資格の取得等を目指す長期の訓練コースについては、対象となる者の受講

促進に努め、正社員就職に導くことができる充実した訓練の実施を一層推進
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する。 

また、社会全体のデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の加速化な

ど急速かつ広範な経済・社会環境の変化や人材の流動化に対応するため、デ

ジタル分野における人材を育成するための訓練、これから社会人として標準

的に習得を求められるＩＴ理解・活用力を習得する訓練、新型コロナウイル

ス感染症の影響により人材確保がより困難となっている介護分野の訓練を

推進するほか、地域レベルのコンソーシアムにより開発した職業訓練の設定

促進を図る。 

       (3) 効果的な離職者訓練の実施のための取組 

 産業界及び地域の人材ニーズを把握し、訓練コースの見直しを行うものと

する。離職者訓練の訓練コースのうち、定員の充足状況や修了者の就職実績

が低調なものについては、その原因の把握及び分析を行った上で、その内容

等の見直しを図るほか、当該離職者訓練の受講者に対し、公共職業安定所と

の連携強化の下、ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティング（能

開法第２条第５項のキャリアコンサルティングをいう。以下同じ。）、求人

情報の提供等の計画的な就職支援を実施する。 

 また、安定的な雇用への円滑な移行を実現するためには、これまで以上に

高い職業能力が求められることから、就職の実現に必要とされる知識・技能

を習得するための長期間の訓練を積極的に設定することで、就職率の向上を

図るものとする。 

 さらに、訓練修了前から就職まで一貫した支援のため、都道府県労働局と

都道府県等で受講者の就職状況等の共有を図り、訓練修了時点で就職が決ま

らない可能性のある受講者に対しては、訓練修了前から公共職業安定所に誘

導するなど就職支援の徹底を図る。 

 委託訓練については、就職実績に応じた委託費の支給を行うほか、都道府

県労働局、地方公共団体、労使団体等関係機関の協働により、産業界や地域

の人材ニーズに即した訓練カリキュラムの開発・検証等を推進することによ

り、就職率の向上を図るものとする。 

  二 公共職業訓練（在職者訓練）の対象者数等 

(1) 対象者数 

 計画期間中に実施する在職者訓練の対象者数は、64,000人とする。このほ

か、民間人材を活用した企業の生産性向上のための支援については 42,500

人を対象とする。 

       (2) 在職者訓練の内容 

 在職者訓練については、産業構造の変化、技術の進歩等による業務の変化

に対応する高度な技能及びこれに関する知識を習得させる真に高度な職業
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訓練であって、都道府県等又は民間教育訓練機関において実施することが困

難なものを実施するものとする。なお、第４次産業革命に対応して IoT技術

等に対応した職業訓練の実施に取り組む。 

また、能開法第 15 条の７第１項第４号に規定する職業能力開発促進セン

ター（ポリテクセンター）等に設置した生産性向上人材育成支援センターに

よる在職者訓練のコーディネート、生産性向上に必要な生産管理、ネットワ

ークやデータ処理等のＩＴ利活用による業務改善や情報セキュリティ対策

等を習得するための事業主支援等を行う。特に、令和４年度においては、生

産性向上人材育成支援センターにＤＸ人材育成推進員を新たに配置すると

ともに、ＤＸに対応した訓練コースを拡充し、中小企業等のＤＸ対応に係る

人材育成支援を促進する。併せて、70歳までの就業機会の確保に向けた中高

年齢者に対する訓練を実施する。 

(3) 効果的な在職者訓練の実施のための取組 

 地域の中小企業事業主等の人材ニーズを把握した上で、真に必要とされて

いる在職者訓練の訓練コースの設定を行うとともに、個々の中小企業事業主

等の具体的なニーズに即した実施方法等により行うものとする。  

  三 公共職業訓練（学卒者訓練）の対象者数等 

(1) 対象者数 

 計画期間中に実施する学卒者訓練の対象者数は、5,800人とする。       

 学卒者訓練の対象者数のうち、4,000 人については専門課程による公共職

業訓練として、1,700人については応用課程による公共職業訓練として、100

人については普通課程による公共職業訓練として、それぞれ実施するものと

する。専門課程による公共職業訓練の対象者数のうち、200 人については、

日本版デュアルシステムとして実施するものとする。 

(2) 学卒者訓練の内容 

 学卒者訓練については、新規高等学校卒業者等を対象に、ものづくりの現

場の戦力となる高度な実践技能者の育成を図るため、職業に必要な技能及び

これに関する知識を習得させることを目的とした比較的長期間の公共職業訓

練を実施するものとする。なお、第４次産業革命の進展に対応するため、特

に、ロボット技術を活用した生産システムの構築、運用管理等ができる人材

を養成するための職業訓練の実施にも取り組む。 

(3) 効果的な学卒者訓練の実施のための取組 

 産業界及び地域の人材ニーズを把握し、訓練コースの見直しを行うものと

する。学卒者訓練の訓練コースのうち、定員の充足状況や修了者の就職実績

が低調なものについては、その原因の把握及び分析を行った上で、その内容

等の見直しを図るものとする。 
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また、低所得世帯の者に対し、経済的負担を軽減することにより、職業に

必要な技能・技術・知識を習得する機会の強化を図るため、学卒者訓練にお

ける支援措置を実施する。       

  四 障害者等に対する公共職業訓練の対象者数等 

(1) 対象者数及び就職率に係る目標 

 計画期間中に実施する障害者等に対する公共職業訓練の対象者数は、6,730

人とする。 

 障害者等に対する公共職業訓練の対象者数のうち、2,930 人については、

施設内訓練として、3,800 人については、委託訓練として実施するものとす

る。 

 また、就職率は施設内訓練で 70パーセント、委託訓練で 55パーセントを

目指す。 

(2) 障害者等に対する公共職業訓練の内容 

 障害者職業能力開発校においては、精神障害者を始めとする職業訓練上特

別な支援を要する障害者を重点的に受け入れて、個々の受講者の障害の特性

等に応じた公共職業訓練を一層推進するものとする。 

また、都道府県が能開法第 16 条第１項の規定に基づき設置する職業能力

開発校において、精神保健福祉士等の配置、精神障害者等の受け入れに係る

ノウハウの普及や対応力の強化に取り組むことにより、精神障害者等を受け

入れるための体制整備に努める。 

さらに、民間企業等に対して委託する障害者委託訓練の設定については、就

職に結びつきやすい実践能力習得訓練コースの訓練期間の柔軟化や委託先開

拓業務等の外部委託の活用等により、精神障害者向けの訓練コース設定を促

進しつつ、委託元である都道府県が関係機関と連携を図り、対象となる障害

者の確保、法定雇用率が未達成である企業や障害者の雇用の経験の乏しい企

業を含めた委託先の新規開拓に取り組む。また、障害者委託訓練のうち知識

・技能習得訓練コースにおいて、職場実習機会を付与した場合や就職した場

合の経費の追加支給を実施するなど、訓練内容や就職支援の充実を図りなが

ら、引き続き推進するものとする。 

(3) 障害者に対する効果的な公共職業訓練の実施のための取組 

 障害者の就業ニーズ及び企業の人材ニーズを踏まえ、訓練コースの見直し

を行うものとする。障害者に対する公共職業訓練の訓練コースのうち、定員

の充足状況や修了者の就職実績が低調なものについては、その原因の把握及

び分析を行った上で、その内容等の見直しを図るほか、当該公共職業訓練の

受講者に対し、公共職業安定所等との連携強化の下、当該公共職業訓練の開

始時から計画的な就職支援を実施し、就職率の向上を図るものとする。 
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 また、地域における雇用、福祉、教育等の関係機関と連携を図りながら職

業訓練を推進するとともに、平成 28年７月に取りまとめた「職業能力開発施

設における障害者職業訓練の在り方について」（障害者職業能力開発校の在

り方に関する検討会報告書）を踏まえた取組を推進する。 

  五 求職者支援訓練の対象者数等 

(1) 対象者数及び就職率に係る目標 

 計画期間中に実施する求職者支援訓練の対象者数は、新型コロナウイルス

感染症の影響の長期化が懸念されることから、非正規雇用労働者や自営廃業

者等の雇用保険の基本手当を受けることができない者に対する雇用のセーフ

ティネットとしての機能が果たせるよう、52,400人に訓練機会を提供するた

め、訓練認定規模 87,333人を上限とする。 

また、雇用保険適用就職率は、基礎コースで 58パーセント、実践コースで

63パーセントを目指す。 

注 平成 26 年４月に開講した職業訓練コースから雇用保険適用就職率を

目標設定に用いている。 

(2) 求職者支援訓練の内容 

 求職者支援訓練については、基礎的能力を習得する職業訓練（基礎コース）

及び実践的能力を習得する職業訓練（実践コース）を設定する。 

その際、デジタル分野等の成長分野や新型コロナウイルス感染症の影響等

により人材確保がより困難となっている介護等の分野・職種に重点を置くと

ともに、地域における産業の動向及び求人ニーズを踏まえたものとする。育

児中の女性等で再就職を目指す者、未就職のまま卒業することとなった新規

学卒者、コミュニケーション能力等の課題を有する生活困窮者、さらには短

時間労働者等の不安定就労者、就職氷河期世代の者のうち不安定な就労に就

いている者や無業状態の者など、対象者の特性・訓練ニーズに応じた職業訓

練の設定にも努めることとする。 

訓練認定規模は、次のとおりとする。 

イ 基礎コース 訓練認定規模の 40パーセント程度 

ロ 実践コース 訓練認定規模の 60パーセント程度 

 実践コースのうち、介護系、医療事務系及びデジタル系の３分野の割合は

、地域の実情に応じて設定するものとする。ただし、実践コース全体の訓練

認定規模に占める各分野の下限の目安として、介護系 20パーセント程度、医

療事務系５パーセント程度及びデジタル系 20 パーセント程度として設定す

るものとする。 

より安定した就職の実現に資するよう、各地域の状況や工夫に応じて主体

的に独自の訓練分野、特定の対象者又は特定の地域を念頭に置いた訓練等を
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設定する地域ニーズ枠を全ての都道府県の地域職業訓練実施計画で設定する

ものとする。地域ニーズ枠の設定に当たっては、公共職業訓練（離職者訓練

）の訓練規模、分野及び時期も踏まえた上で、都道府県の認定規模の 20パー

セント以内で設定をするものとする。 

求職者支援訓練のうち、次の値を上限として地域職業訓練実施計画で定め

た割合以下の範囲で当該都道府県で求職者支援訓練に新規参入となる職業訓

練を認定する。 

イ 基礎コース 30パーセント 

ロ 実践コース 30パーセント 

注 求職者支援訓練は、地域職業訓練実施計画に則して、１箇月ごと又は

４半期ごとに認定する（ただし、シフトが減少したシフト制で働く方な

どが、仕事と訓練の受講を両立しやすくなるよう設定する短期間・短時

間の訓練コースは、随時の認定を可能とする。地域職業訓練実施計画で

定めたコース別・分野別の訓練実施規模を超えては認定しない。）もの

とする。 

 申請対象期間の設定数を超える認定申請がある場合は、次のとおり認定す

るものとする。 

イ 新規参入枠については、職業訓練の案等が良好なものから認定する

ものとする。 

ロ イ以外については、求職者支援訓練の就職実績等が良好なものから

認定するものとする。 

注 本計画において示した内容は、全国での目標であり、地域職業訓練

実施計画においては、次の(ｲ)又は(ﾛ)に掲げる事項を除き、地域訓練

協議会での議論を踏まえ、地域の実情に応じて異なる設定とすること

ができる。 

(ｲ) 都道府県別の訓練認定規模を超えてはならないこと。 

(ﾛ) 新規参入枠は右に掲げた値を超えてはならないこと及び全く新

規参入枠を設定しないものとしてはならないこと。ただし、地域

ニーズ枠については、全て新規参入枠とすることも可能とするこ

と。また、一の申請対象期間における新規参入枠以外の設定数（

以下「実績枠」という。）に対する認定申請が、当該実績枠の上

限を下回る場合は、当該実績枠の残余を、当該申請対象期間内の

新規参入枠とすることも可能とすること。 
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第四 公的職業訓練の実施に当たり留意すべき事項等 

  一 関係機関の連携 

デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の加速化など、急速かつ広範な経

済・社会環境の変化に対応するためには、産業界及び地域のニーズを踏まえた効

果的な公的職業訓練を実施する必要がある。 

このためには、国及び都道府県の関係行政機関はもとより、地域の訓練実施機

関の団体、労使団体等の幅広い理解・協力のもと、公的職業訓練全体の訓練規模

、分野及び時期において公的職業訓練の機会及び受講者を適切に確保するととも

に、訓練カリキュラム等の見直しも含め、訓練の実施結果や地域の人材ニーズを

踏まえた改善のための不断の取組を行うことが必要であり、令和４年度において

も、関係者の連携・協力の下に、地域の実情を踏まえた計画的で実効ある職業訓

練の推進及び地域の産業ニーズを踏まえた訓練内容の検討を行うこととする。 

また、公共職業能力開発施設は、公共職業訓練を実施するに当たっては、都道

府県労働局、公共職業安定所、地方公共団体、労使団体等関係機関により構成さ

れる協議の場を活用し、人材ニーズに応じた効果的な職業訓練が質及び量の両面

において十分に実施されるよう検討、協議及び必要な調整を行うものとする。 

さらに、公共職業能力開発施設は、都道府県労働局及び公共職業安定所と連携

し、公共職業訓練の受講者の就職支援を実施するものとする。 

  二 公的職業訓練の受講者の能力及び適性に応じた公的職業訓練の実施 

ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティングなど、労働者のキャリア

形成に資する情報提供及び相談援助を行い、公的職業訓練の受講者の能力及び適

性に応じた公的職業訓練を実施するものとする。 

このほか、公的職業訓練におけるジョブ・カードを活用したキャリアコンサル

ティングの着実な実施等に資するため、関係機関とも連携の上、説明会等の様々

な機会を活用して、周知を図るものとする。 
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